
2017 年度（平成 29 年度）介護サービス事業者説明会 次第 

2018 年（平成 30 年）3 月 16 日（金） 
ふくやま芸術文化ホール（リーデンローズ） 

予定時間 内容 資料 

13:30～13:33 （開会挨拶）  

 

13:33～14:48 

（75 分） 

（介護保険課 保険給付担当）15 分 

・ 利用者負担割合の見直しについて 

・ 福祉用具貸与の見直しについて 

・ 離島における交通費補助の対象サービス拡充について（予定） 

・ 家族介護用品支給制度の品目拡充について 

・ 介護予防ケアマネジメント依頼（変更）等の運用の見直しについて 

・ 介護給付費通知の様式等の変更について 

 

資料 1 (1)~(2)  

資料 2 

資料 3 (1)~(2) 

資料 4 

資料 5 

資料 6 

（介護保険課 賦課収納担当）15 分 

・ 介護保険料及び普通徴収の納期変更について（予定） 

・ 介護保険料新旧対照表（予定） 

 

資料 7 (1)~(2) 

資料 8  

（介護保険課 認定審査担当）20 分 

・ 個人情報外部提供の取扱いについて 

・ 認定申請について 

・ 資格者証の発行について 

 

資料 9 

資料 10 (1)~(7) 

資料 11 (1)~(2) 

（高齢者支援課）25 分 

・ 高齢者保健福祉計画 2018 

・ 自立支援型地域ケア会議 

・ 民生委員との連携について 

 

資料 12 (1)~(11) 

資料 13 (1)~(2) 

資料 14  

14:48～14:58 

（10 分） 
（休憩） 

 

 

14:58～16:33 

（95 分） 

 

 

（広島県介護福祉士会）10 分 

・ 介護職員技能等向上支援事業について 

 

資料 15 (1)~(2) 

（広島県医療介護人材課）10 分 

・ 介護支援専門員登録等申請書の提出先の変更について 

・ 介護支援専門員証の更新について 

 

資料 16 

資料 17 

（介護保険課 事業者指導担当）60 分  

・ 制度改正（報酬）について 

・ 制度改正（条例）について 

・ 業務管理体制について 

・ 処分事例及び指導事項について 

・ その他 

 

別冊 

資料 18 (1)~(5) 

資料 19 (1)~(6) 

資料 20 (1)~(8) 

資料 21 (1)~(3) 

（介護保険課 事業者指定担当）15 分 

・ 相当サービスについて 

・ その他 

 

資料 22 (1)~(3) 

資料 23 (1)~(12) 

16：33～16：35 （閉会挨拶）  



介護保険制度改正に伴う利用負担の見直しについて 

 

１ 現役並みの所得がある者の利用者負担の見直し 

  世代間・世代内の公平性を確保しつつ，制度の持続可能性を高める観点から，2 割負担者のう

ち特に所得の高い層の負担割合が 3割となります。（2018 年（平成 30年）8 月施行） 

 

（１） 3割負担の対象者 

  3割負担の対象者は，次のア及びイのいずれにも該当する者として政令で規定される予定です。 

ア 「合計所得金額 220万円以上」であること。 

イ 「年金収入＋その他の合計所得金額」が 340万円以上（世帯内に 2人以上の第 1号被保険 

 者がいる場合は，463万円以上）であること。 

※「その他の合計所得金額」とは，合計所得金額から年金収入に係る雑所得を除いた額をい

います。 

  ○ また，2割負担の基準と同様に，次のいずれかに該当する者は，所得にかかわらず 3割負 

担とはならず，引き続き一律に 1割負担となります。 

    ・ 第 2号被保険者 

    ・ 生活保護受給者 

    ・ 市町村民税非課税者 

 

 
（２） 負担割合証の交付 

ア 交付対象者 

   要介護（要支援）認定者（申請者を含む。）及び介護予防・生活支援サービス事業対象者   

  に，負担割合（1割，2割又は 3割）を記載した「介護保険負担割合証」を交付します。 

資料１(1) 



 

イ 交付時期 

 前年の所得をもとに負担割合を決定し，毎年 7月下旬に一斉交付します。その後，新規の

要介護（要支援）認定申請者などについては，随時に交付します。 

ウ 有効期間 

  8 月 1日～翌年 7 月 31日 

       ※新たに要介護（要支援）認定申請を行った方の有効期間は，申請日からとなります。負

担割合証は，申請日の翌週の開庁日初日に郵送で交付します。 

エ 申請手続 

 紛失等による再交付の場合を除き，申請は不要です。 

 

（３） その他留意事項 

ア 負担割合の確認 

 サービスの提供に当たっては，必ず負担割合証で負担割合及び有効期間を確認してくださ

い。 

イ 保険料滞納者への給付制限 

 現役並みの所得を有する者の負担割合を 3割にすることに伴い，この保険給付の減額措置

が果たすべき未収納対策としての役割が維持されるよう，これらの者に対する給付制限とし

て，4割負担とすることとしています。 
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福祉用具貸与の見直しについて 

 

 

１ 見直しの方向性 

  徹底的な見える化等を通じて貸与価格のばらつきを抑制し，適正価格での貸与を確保する 

ものです。（2018 年（平成 30 年）10 月施行） 

 

２ 福祉用具貸与の仕組み 

 

 

３ 見直し内容 

（１）国が商品ごとに，当該商品の貸与価格の全国的な状況を把握し，当該商品の全国平均貸与価

格を公表します。 

（２）貸与事業者（福祉用具専門相談員）は，福祉用具を貸与する際，当該福祉用具の全国平均貸

与価格と，その貸与事業者の貸与価格の両方を利用者に説明することとなります。また，機能

や価格帯の異なる複数の商品を提示することとなります。（複数商品の提示は 2018年（平成 30

年）4 月施行） 

（３）適切な貸与価格を確保するため，商品ごとに貸与価格の上限が設定されます。（当該商品の全

国平均貸与価格＋1標準偏差） 

 

４ その他留意事項 

  全国平均貸与価格及び貸与価格の上限等の確認方法については現在不明であり，国から新たな

情報提供があり次第追って通知します。 
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離島における指定居宅サービス等の提供に伴う交通費補助の 

対象サービス拡充について（予定） 

 

 離島における指定居宅サービス等の提供に伴う交通費補助について，市内在住の要介護者等（要

介護者，要支援者及び事業対象者をいう。以下同じ。）との介護サービス利用機会の均衡を図るた

め，対象サービスを拡充します。 

 

１ 制度の概要 

（1）対象となるサービス等 

介護保険の給付対象となる指定居宅サービス等（次の表に掲げるサービスをいう。以下同じ。） 

変更前 変更後 

●訪問介護等サービス（次に掲げる

サービスをいう。以下同じ。） 

・居宅介護支援 

・介護予防支援 

・訪問介護      

・(介護予防)訪問入浴介護 

・(介護予防)訪問看護      

・(介護予防)訪問リハビリテーショ  

 ン 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看   

 護 

・夜間対応型訪問介護 

・(介護予防)小規模多機能型居宅介

護（通いサービス及び宿泊サービ

スを除く。） 

・複合型サービス（通いサービス及び

宿泊サービスを除く。） 

・居宅介護支援事業者又は介護予防

支援事業者が行う住宅改修の理由

書作成 

・指定介護予防相当訪問事業 

・介護予防ケアマネジメントＡ 

●訪問介護等サービス 

変更なし 

 

●通所介護等サービス（次に掲げるサービス

をいう。以下同じ。） 

・通所介護 

・（介護予防）通所リハビリテーション 

・（介護予防）短期入所生活介護 

・（介護予防）短期入所療養介護 

・地域密着型通所介護 

・（介護予防）認知症対応型通所介護 

・(介護予防)小規模多機能型居宅介護（通い

サービス及び宿泊サービスに限る。） 

・複合型サービス（通いサービス及び宿泊サ

ービスに限る。） 

・指定介護予防相当通所事業 

（2）対 象 地 域 

 福山市走島町 

（3）対 象 者 

走島町に事業所がなく，走島町を通常の事業の実施地域とする事業所を本市に有する指定

居宅サービス事業者等。ただし，指定居宅サービス事業者等が対象地域に事業所を有する場

合で走島町外の事業所によりサービスの提供を行うときは，当該事業所によるサービス提供

時に限り補助の対象とします。 
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（4）補助対象額 

回数乗船券の販売価格を販売綴枚数で除して得た額（５１８円）に，次に掲げる指定居宅サ

ービス等の区分に応じた回数を乗じて得た額 

ア 訪問介護等サービス 

現に訪問介護等サービスを行うために渡船を利用した回数。ただし，１日につき，乗

船回数については対象地域において現に指定居宅サービス等を提供する者１人につき２

回を限度とします。 

  イ 通所介護等サービス 

現に通所介護等サービスに係る要介護者等の送迎（要介護者等の渡船費用を指定居宅

サービス事業者等が負担した場合に限る。）のために渡船を利用した回数。ただし，１日

につき，乗船回数については要介護者等及び現に要介護者等を送迎する指定居宅サービ

ス等を提供する者それぞれ１人につき２回を限度とし，要介護者等を送迎する者の人数

については１人を限度とします。 

（5）留 意 事 項 

次のいずれかに該当する場合は，補助の対象としません。 

ア サービス提供事業者等が要介護者等から交通費の支払を受ける場合 

イ 指定居宅サービス等に要する費用の額の算定に関し，送迎に係る加算を算定した場合 

（6）開 始 時 期 

2018年（平成 30 年）4月サービス提供分から 

 

２ 交付申請及び実績報告等について 

  申請方法・申請様式等については，対象サービス事業所に対して別途通知します。 
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家族介護用品支給制度の品目拡充について 

 

  重度要介護者を在宅で介護している同居の家族に対し，申請により支給している家族介 

護用品券について，次のとおり購入できる品目を拡充します。 

 

１ 対象品目 

変更前 変更後 

（１） 紙おむつ 

（２） 尿とりパッド 

（３） 使い捨て手袋 

（４） 清拭剤 

（５） ドライシャンプー 

（１） 紙おむつ，尿とりパッドその他の排泄介助に要する

消耗品 

（２） 使い捨て手袋 

（３） 清拭剤 

（４） ドライシャンプー 

   

  ※「排泄介助に要する消耗品」の範囲について 

    使用の目的が介護用であり，排泄介助に要する消耗品であれば対象とします。ただし，一

般的に健常者も使用するものは対象外です。 

   【支給対象となる介護用品の例】 

    ・防水シーツ（使い捨ての商品に限る。） 

    ・ポータブルトイレ用消臭剤 

    ・手指消毒液 

 

２ 変更時期 

  ２０１８年（平成３０年）４月１日から 

 

３ 留意事項 

   受給者に対しては，２０１８年度（平成３０年度）分の支給決定通知を送付する際に，個別

にお知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 4 

【参考】 

（１）対象者 

  次の全ての要件を満たす本市被保険者と同居し，当該被保険者を介護している介護者 

   ア 本市に住所を有すること。 

   イ 要介護４・５又はこれに相当する方であること。 

   ウ 在宅であること（施設又は医療機関に入所（院）していないこと。）。 

   エ 介護者・要介護者ともに，市民税非課税世帯に属すること。 

（２）支給額・支給方法 

  要介護者１人につき，年間最大７５，０００円分の用品券を３期に分けて交付します。 



居宅（介護予防）サービス計画作成及び介護予防ケアマネジメント 

依頼（変更）の届出について 

 

要介護（要支援）認定者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者（以下「事業対象者」

という。）が，居宅介護支援事業所等に居宅（介護予防）サービス計画又は介護予防ケアマネジ

メントの作成を依頼した場合，その旨を市に届け出る必要があります。 

これまで，事業対象者（介護予防ケアマネジメント作成事業所として地域包括支援センター

の届出がある方）が，要介護・要支援認定申請（新規申請）をし，認定結果が要支援１・２の

場合は，当該地域包括支援センターを，介護予防サービス計画作成事業所として届出があった

ものとみなしていましたが，次のとおりその運用を見直します。 

 

１ 変更内容 

次の場合においても，届出書を提出してください。 

区分 必要となる届出 

事業対象者が，要介護・要支援認定

申請（新規申請）をし，認定結果が

要支援１・２の場合 

介護予防サービス計画作成依頼（変更）

届出書（※） 

   （※）介護予防・生活支援サービス事業のみ利用の場合は，介護予防ケアマネジメント依頼

（変更）届出書 

 

  【留意事項】 

   要介護・要支援認定申請（新規申請）の際，要介護・要支援のいずれになるか予測し難い

場合は，居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所の両方を届け出てください。 

 

２ 変更時期 

  ２０１８年（平成３０年）４月１日から 

  ※要介護・要支援認定申請（新規申請）を２０１８年（平成３０年）３月３１日までにされ

ている場合は，従来どおり，サービス計画の届出があったものとみなします。 

 

３ 提出先 

介護保険課，松永保健福祉課，北部保健福祉課，東部保健福祉課，神辺保健福祉課 

沼隈支所保健福祉担当，新市支所保健福祉担当 

 

４ その他 

  ２０１８年（平成３０年）４月１日以降，サービス計画作成依頼の届出がない場合又は遅れ

た場合は，償還払いとなる場合があります。 
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介護給付費通知の様式等の変更について 

 

 介護サービス利用者に対する制度の意識付けや不正請求，過剰受給の防止を図ることを目的とし

て，介護サービスを利用した人に，サービスの利用内容等を記載し送付している介護給付費通知

（「介護給付費，介護予防・生活支援給付費のお知らせ」）について，次のとおり様式等を変更しま

す。 

 

１ 変更内容 

２０１８年（平成３０年）３月送付分（３月３０日発送予定）から次のとおり介護給付費通知

の様式等を変更します。 

（１）様式 

窓付き封筒から三つ折圧着封筒に変更します。 

（２）記載内容等 

市が把握している直近４か月分のサービスの内容や金額などを記載し，４か月ごと（３月・

７月・１１月の月末頃）に送付します。 

なお，「介護給付費」は介護保険課から，「介護予防・生活支援給付費」は高齢者支援課

から送付します。 

また，従来の給付費通知に記載していた高額介護（介護予防）サービス費及び要介護・要

支援認定有効期間終了に係るお知らせは，次のとおり別に送付します。 

ア 「高額介護（介護予防）サービス費，高額介護予防・生活支援サービス費のお知らせ」

…支給対象者のうち，申請をしていない人に申請勧奨のお知らせを送付します。 

イ 「要介護（要支援）認定有効期間終了のお知らせ」…認定の有効期間終了日が近づいて

いる人のうち，更新申請をしていない人に申請勧奨のお知らせを送付します。 

 

２ 利用者への周知 

２０１７年（平成２９年）１１月送付分の給付費通知に案内を同封し個別周知したほか，広報

ふくやま２０１８年（平成３０年）３月号に記事を掲載し，広く周知します。 
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第 1号被保険者（65歳以上の人）の介護保険料及び普通徴収の納期変更について（予定） 

 

１ 2018年度（平成 30年度）から 2020年度（平成 32年度）までの介護保険料 

 65 歳以上の人の介護保険料は，3 年を 1 期とする介護保険事業計画において，3 年間に必要な

介護保険事業に要する費用を見込み，そのうち 65 歳以上の人が負担する割合から算出して定め

ています。 

2018年度（平成 30年度）から，次のとおり変更となります。 

 

① 介護保険事業に要する費用の財源 

第 1号被保険者 

（65 歳～） 

23％ 

前年度までは 22％ 

第 2号被保険者 

（40歳～64歳） 

27％ 

前年度までは 28％ 

国 

25％ 

広島県 

12.5％ 

福山市 

12.5％ 

 

 

② 2018年度（平成 30年度）からの 3年間の介護保険料を，別紙のとおり実施します｡ 

 

③ 第 1段階と第 2段階を統一し，新 1段階とします。 

 

④ 市民税非課税の人の基準所得金額を，次のとおり変更します。 

「年金収入＋合計所得金額」→「年金収入＋合計所得金額－年金所得」 

（介護保険法施行令改正，平成 30年４月１日施行） 

 

⑤ 合計所得金額について，長期譲渡所得及び短期譲渡所得は，特別控除額を控除して得た金額

を用います。（介護保険法施行令改正，平成 30年４月１日施行） 

 

⑥ 段階を区分する基準所得金額が変更となります。 

  第 7段階と第 8段階を区分する金額 ・・・ 190 万円 → 200万円 

  第 8段階と第 9段階を区分する金額 ・・・ 290 万円 → 300万円 

（介護保険法施行規則第 143条の 2及び 3改正，平成 30年４月１日施行） 

 

２ その他の変更 

① 普通徴収の納付期限の変更 

 （変更前） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

〇  〇  〇  〇  〇  〇  

  

（変更後） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

   〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  

保険料 公費 
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 これまで，普通徴収の納期は偶数月でしたが，国民健康保険税や後期高齢者医療保険料と同様，

７月から翌年２月までの８回の納期に変更します。 

 

② 介護保険料の賦課決定通知時期の変更 

これまで，４月に仮徴収，１０月に本徴収の通知と，年２回通知を送付していましたが，７月

の年１回の通知に変わります。 

 

③ 普通徴収の人の，納付場所の変更 

 これまでの金融機関（銀行・農協・信用金庫・信用組合・市の窓口等）に加えて，2018 年（平

成 30年）1 月 1日以降に発行した納付書は，ゆうちょ銀行・郵便局で納付可能になりました。加

えて，4月 1 日以降に発行する納付書は，コンビニエンスストアでも納付できるようになります。 
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2018年度(平成 30年度)介護保険料新旧対照表（予定） 

※ 合計所得金額について，2018年度（平成 30 年度）より，長期譲渡所得及び短期譲渡所得は特別控除額を控除して得た額を用いる。 

市民税 
課税状況 

2017年度までの対象者区分 2018 年度からの対象者区分 
保険料段階 2017 年度 

までの保険料 
2018年度 

からの保険料 従来区分 新区分 

・生活保護を受けている人 
・老齢福祉年金を受給中で，世帯全員が市民税非課税の人 

第１段階 

第１段階 

31,700 円 
（基準額×0.45） 

31,700円 
（基準額×0.45） 

世帯全員が 
市民税非課税 

本人の前年の公的年金等の収入
金額と合計所得金額があわせて
80万円以下の人 

本人の前年の公的年金等の収入
金額と年金所得を除く合計所得
金額があわせて 80万円以下の人 

第２段階 
31,700 円 

（基準額×0.45） 

本人の前年の公的年金等の収入
金額と合計所得金額があわせて 
80万円超 120万円以下の人 

本人の前年の公的年金等の収入
金額と年金所得を除く合計所得
金額があわせて 
80万円超 120 万円以下の人 

第３段階 第２段階 49,300円 （基準額×0.70） 

第１～３段階以外の人 第１～２段階以外の人 第４段階 第３段階 52,800円 （基準額×0.75） 

本人が 
市民税非課税で 
世帯の誰かが 
市民税課税 

本人の前年の公的年金等の収入
金額と合計所得金額があわせて
80万円以下の人 

本人の前年の公的年金等の収入
金額と年金所得を除く合計所得
金額があわせて 80万円以下の人 

第５段階 第４段階 58,400円 （基準額×0.83） 

第５段階以外の人 第 4段階以外の人 第６段階 第５段階 70,400円 （基準額） 

本人が 
市民税課税 

本人の前年の合計所得金額が 120万円未満の人 第７段階 第６段階 78,800円 （基準額×1.12） 

本人の前年の合計所得金額が 
120万円以上 190 万円未満の人 

本人の前年の合計所得金額が 
120万円以上 200 万円未満の人 

第８段階 第７段階 88,000円 （基準額×1.25） 

本人の前年の合計所得金額が 
190万円以上 290 万円未満の人 

本人の前年の合計所得金額が 
200万円以上 300 万円未満の人 

第９段階 第８段階 105,600円 （基準額×1.50） 

本人の前年の合計所得金額が 
290万円以上 400 万円未満の人 

本人の前年の合計所得金額が 
300万円以上 400 万円未満の人 

第 10 段階 第９段階 116,200円 （基準額×1.65） 

本人の前年の合計所得金額が 400万円以上 500万円未満の人 第 11 段階 第 10段階 126,700円 （基準額×1.80） 

本人の前年の合計所得金額が 500万円以上 600万円未満の人 第 12 段階 第 11段階 137,300円 （基準額×1.95） 

本人の前年の合計所得金額が 600万円以上の人 第 13 段階 第 12段階 147,800円 （基準額×2.10） 
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要介護認定等に係る個人情報外部提供について 

 

 要介護認定等に係る個人情報外部提供について，2018年（平成 30年）4月から次のとお

り運用を一部変更します。 

 

１ 申請・決定手続について 

※外部提供申請に必要な要介護認定等に係る個人情報外部提供申請書（別記様式第１

号）は，2018 年 2 月 27 日（火）付で市が送信したメールに添付しています。また，

市のホームページからダウンロードもできます。 

 

２ 資料の提供（受取）手続について 

（１）現行の運用 

ア 外部提供の決定を受けた事業者が資料の提供を受けようとするときは，市の窓口

に一覧表（契約書の写し等必要添付書類を含む）を提出する。 

イ 市は一覧表を提出した事業者に外部提供の準備が整った旨の電話連絡をし，事業

者は市の窓口に身分証明書及び外部提供決定通知書（写し）を提示し，資料を受け

取る。 

（２）2018年 4月以降の運用 

ア 外部提供の決定を受けた事業者が資料の提供を受けようとするときは，市の窓口

に外部提供決定通知書（写し）を提示し，一覧表（契約書の写し等必要添付書類を

含む）を提出する。 

※資料の提供時期については，一覧表提出時に各窓口にてご確認ください。 

イ 事業者は市の窓口に身分証明書及び外部提供決定通知書（写し）を提示し，資料を
受け取る。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

2018年 2月 27日（火） 

  ～ 

2018年 3月 26日（月） 

2018 年度の外部提供申請の受付 

（2018年 4月 1日から外部提供を行うための受付期間で

す。以後も随時申請を受け付けます。） 

2018年 3月 27日（火） 外部提供決定通知書の発送（3月 26日までに申請のあっ

たもの） 
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要介護認定・要支援認定申請及び訪問調査に係る協力依頼について 

                       

１ 要介護認定・要支援認定申請の注意事項について 

（１）認定申請書の提出について 

  迅速かつ適正な認定審査が実施できるよう特に次のことについてご協力を 

お願いします。 

① 申請は，介護保険サービス利用の意向，状況を本人や家族に十分確認した上で行っ

てください。介護保険サービスを利用する予定がない場合は，必要時に申請を行う

ようにしてください。 

② 入院・手術・転院の予定がわかっている時は，認定申請の時期について十分検討し

てください。申請後，すぐに訪問調査が行えなかったり，調査票と主治医意見書と

の状態相違のため，認定結果が出るまでに時間がかかります。そのため，認定申請

は状態を十分に考慮され，サービス利用の見込みが出来る時点で行ってください。 

③ 更新申請については，「１日から９日」，「１０日から月末」の２つの時期に分け，

緊急性等を考慮したうえで，おおむね半数ずつになるように提出してください。 

④ 介護保険施設入所者については，提出時期の指定はありませんが，急ぐ方以外は，

１０日以降の提出をお願いします。 

 

（２）申請書の記入について 

次の記入欄について特に留意してください。 

① 主治医・・・・・・・・申請書⑨ 

病院名・医師名・通院状況等を，申請の都度，本人・ご家族等に必ず   確認し

てください。また，申請時に記入された医療機関について変更がある場合は，速や

かに介護保険課まで連絡をお願いします。 

② ２号被保険者・・・・・申請書⑩ 

主治医に確認のうえ，該当する特定疾病名を１６のうちから記入して ください。

医療保険証の写しを必ず添付してください。 

③ 入所中・入院中の方・・申請書⑪⑫ 

申請時点での状態をよく確認して記入してください。 

④ 同意欄・・・・・・・・申請書⑬⑭ 

本人・ご家族等に全ての同意事項の説明をしてください。代筆の場合であっても，

必ず本人署名欄に記入してください。 

       

   ※記入に関する注意事項について，資料 10(5)，資料 10(6)を再度確認してくださ

い。 
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２ 要介護認定調査（訪問調査）の実施に係る連絡票（以下連絡票）について 

  住所・電話番号など内容は，すべて正確に記載してください。  

  また，次の項目は特に気をつけてください。 

① 現在住んでいる場所及び調査実施場所・・・・・・・・連絡票③④    

被保険者が現在住んでいる場所が住民票の住所地以外の場合，詳しく 記入してく

ださい。特に， 

入院中の場合：階・病棟まで 

入所中の場合：施設名だけでなく，所在地まで記入してください。 

② 同席者の有無・・・・・・・・・・・・・・・・・・連絡票⑤ 

日頃の状況がよくわかる方の同席をお願いします。特に変更申請については極力同

席をお願いします。 

同席者の名前・ふりがな・続柄・連絡先は記載漏れ，記載間違いがないようにお

願いいたします。 

③ 日程調整の相手・・・・・・・・・・・・・・・・・連絡票⑥ 

    日中連絡が取れるところを記入してください。 

    電話番号（特に携帯番号）の記載間違いがないようにお願いします。 

④ 本人の状況・その他・・・・・・・・・・・・・・・連絡票⑧ 

    感染症・難聴・別室での聞き取り希望は，確認して必ず記入してくだ 

さい。別室での聞き取りについては，理由などの記入をお願いします。 

    暴言・暴力など，本人または同席者について，調査員に特に伝えてお 

きたい内容は，漏れのないように詳しく記入してください。 

⑤ 申請から７日以内の認定調査を希望されるときは必ず窓口で日程について確認し

てください。 

 

※申請書及び連絡票は福山市のホームページからダウンロードできます。 

 福山市ホームページ（http://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/） 
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［ 新規 ・ 更新 ・ 変更 ・ 要介護新規 ・ 転入 ］
  福 山 市 長     様
  次のとおり申請します。  申請年月日                年       月       日

本人との関係

被保険者番号

フ  リ  ガ  ナ 性      別 生    年    月    日

被保険者名前 男  ・  女        年     月      日

住            所

 

変更申請の理由

主治医の名前 医療機関名

所    在    地

■２号被保険者（４０歳から６４歳の医療保険加入者）のみ記入してください。
   ※申請時に医療保険被保険者証（写しでも可）の提示が必要です。

医療保険被保険者証記号番号

■現在，介護保険施設又は医療機関に入所・入院している場合は,次の①又は②に記入してください。

施    設    名 入所年月日         年      月     日

所    在    地

医 療 機 関 名 入院年月日              年       月       日

所    在    地

特定疾病名

〒      －                                       電話番号          （      ）

② 現在，医療機関に入院している場合（介護保険施設を除く。）は記入してください。

〒      －                                                     電話番号          （      ）

被
 
 

保
 
 

険
 
 

者

入
院
中

医療保険者名

① 現在，介護保険施設に入所している場合（短期入所を除く。）は記入してください。

      ・該当するものを○で囲んでください。 [  指定介護老人福祉施設  ・  介護老人保健施設  ・      指定介護療養型医療施設  ]

入
所
中

〒          －                                                         電話番号          （        ）

介護保険   要介護認定・要支援認定  申請書

主
治
医

〒      －                                                     電話番号          （      ）

提出代行者
名         称

申請者住所

　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　　（要支援）　　　　　　　　　　１　　　２

 

〒      －                                                                電話番号          （         ）

申請者名前

有効期間         年    月    日   から          年    月    日   まで

　　　    要介護状態区分　　　　　　経過的要介護      　　 要支援状態区分

(変更時のみ記入)

※申請者が被保険者本人の場合，申請者住所・電話番号は記入不要。

（地域包括支援センター・居宅介護支援事業者・指定介護老人福祉施設・介護老人保健施設・指定介護療養型医療施設・地域密着型介護老人福祉施設）該当するものに○

） 印

介護サービス計画を作成するために必要があるときは，要介護認定・要支援認定にかかる調査内容，介護認定審査（本人名前を代筆した場合）

※介護保険被保険者証の番号を記入してください。

現在（前回）の 要

介護認定の

結果等

期 間期 間期 間期 間期 間

※ 次画面に続く

①

② ③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑪

⑫

⑨

⑩

①変更申請・・・・(Ａ)要支援→要支援 (Ｂ)要介護→要介護

介護新規申請・・(Ｃ)要支援→要介護

結果が(C)となる場合を変更で申請された場合は申請却下となり，前回の認定結果

のままとなります。現在，要支援の時は要介護新規で申請してください。

②代行申請時には，提出に来られた方の

お名前をお願いします。

④提出代行者は，②・③・④・④－２を記入

（a）地域包括支援センター （b）指定居宅介護支援事業者

（c）指定介護老人福祉施設 （d）介護老人保健施設

（e）指定介護療養型医療施設（f）地域密着型介護老人福祉施設

（a）～（f）以外の申請者は②・③・④－２の記入をお願いします。

申請書提出時に再度確認をしてください。

申請書の提出日の前日が閉庁日の場合，

必要な場合のみ閉庁日初日まで遡ることが

できます。

⑦記入漏れ・記入誤りのないよう，よ

く確認して下さい。

④

裏面，同意欄も記入してください

⑨記入誤りのないよう，よ

く確認して下さい。
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■同意欄

    （ 代筆の場合 ）

  本人署名欄 代筆者名前

住         所

本人との関係

※ 申請には介護保険被保険者証の添付が必要です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 被保険者証が交付されている方 ）                                             

    介護（予防）サービス計画作成等，介護保険事業に必要があるときは，地域包括支援

センター，居宅介護支援事業者，介護保険施設等の関係人及び主治医意見書を記載した

医師に認定結果を提示し，並びに当該関係人に要介護・要支援認定に係る調査内容及び

主治医意見書の写しを交付することに同意します。あわせて，更新申請において，認定有効

期間内に要介護・要支援認定が行われる場合は，申請から30日を超える処分までの処理

見込期間とその理由の通知（延期通知）を省略することに同意します。

印

⑬ ⑭

印
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要介護認定・要支援認定申請書記入上の注意事項 

 

 

申   請   区   分 

 

① カッコ内［ 新規・更新・変更・要介護新規・転入 ］のいずれか該当する申請区分を○で囲んでく

ださい。 

 

  ◇新  規   …現在，要介護認定・要支援認定を受けていない方 

 

◇更  新   …現在，要介護認定・要支援認定を受けている方で，有効期間満了のため更新 

を希望される方（有効期間が切れる６０日前から申請できます） 

 

◇変  更   …現在，要介護認定を受けている方で，被保険者の心身の状況が変化したため， 

要介護状態区分の変更が必要であると思われる方※要介護状態区分内での変更 

 

現在，要支援認定（要支援１，２）を受けている方で，被保険者の心身の状 

況が変化したため要支援状態区分の変更が必要であると思われる方 
※要支援状態区分内での変更 

       状態の変化が悪化の場合は要介護新規申請をしてください。 

 

◇要介護新規 …現在，要支援認定（要支援１，２）を受けている方で，被保険者の心身の 

状況が変化したため，要介護認定への変更が必要であると思われる方 

 

◇転  入   …福山市に転入された方で，既に他市区町村で要介護認定・要支援認定を受け 

ている方，又は申請中の方（申請には受給資格証明書又は同交付申請書の添 

付が必要です） 

 

申 請 者 関 係 項 目           

 

② 申請者名前欄 

・ 被保険者本人，家族等（同一世帯の者，配偶者，父母，子，祖父母，孫），代理人（被保険者本人

から委任を受けた者）の名前を記入してください。       

③ 本人との関係欄 

・ 被保険者本人，家族等による申請の場合は，記入してください。 

記入例：本人，夫，妻，父，母，子，祖父，祖母，孫，代理人 

④ 提出代行者名称欄 

・ 提出代行者による申請代行の場合のみ，記入してください。 

    該当する項目に○，当該事業者名・施設名を記入し，事業所・施設印を押印してください。 

 

被 保 険 者 関 係 項 目           
 

⑤ 被保険者番号欄・個人番号欄 

・ 被保険者番号欄は介護保険被保険者証の被保険者番号（１０桁）を記入してください。 

・ 個人番号欄に個人番号を記載した場合は，添付書類が必要です。 

⑥ 住所欄 

  ・  住民票の住所地を記入してください。 

⑦ 現在（前回）の要介護認定の結果等欄     

・ 現在（前回），認定を受けている場合のみ記入してください。                                                                                  

⑧ 変更申請の理由欄 

・ 変更及び要介護新規申請の場合のみ記入してください。 
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主 治 医 関 係 項 目           

 

⑨ 主治医の名前・医療機関名・所在地欄 

・ 複数の医療機関にかかっている場合は，寝たきり等の介護が必要な状態の直接の原因となってい

る疾病を治療している等，被保険者本人の状態を最も良く知っている医師名・医療機関名・所在

地を記入してください。 

 

２号被保険者関係項目 

 

⑩ 特定疾病名欄 

・ 主治医によく確認し，該当する特定疾病名を記入してください 

 

介護保険施設入所中関係項目 
 

⑪ 介護保険施設入所中欄 

・ 現在，介護保険施設に入所している場合（短期入所を除く）は，カッコ内［  ］のいずれか該当

する介護保険施設を○で囲んだ上で，入所先の施設名，入所年月日及び所在地を記入してくださ

い。 

 

医療機関入院中関係項目              

 

⑫ 医療機関入院中欄 

・ 現在，医療機関に入院している場合（介護保険施設を除く）は，入院先の医療機関名，入院年月

日及び所在地を記入してください。ただし，被保険者の病状が不安定な場合等は訪問調査が実施

できませんので，医師に相談の上で申請手続きを行ってください。 

 

同 意 欄 関 係 項 目           

 

⑬ 本人署名欄 

・ 提示に同意する場合は，被保険者本人が署名，押印してください。 

・ 本人署名ができない場合は，代筆者により記入してください。 

・ 提示に不同意の場合は，本人の署名や代筆による記入は不要です。 

⑭ 代筆の場合欄 

・ 原則本人（心身の状態により困難な場合は家族）とさせていただきます。 

・ 代筆の場合は，本人署名欄に被保険者本人の名前を記入の上（押印は不要），代筆者名前，住所及

び本人との関係を記入し，押印してください。 
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申請から７日以内の調査希望の時は，窓口で確認してください。

②　被保険者名前

電話番号

ふりがな

名     前

電話番号     （            ）         －

備     考

福山市処理欄（※これ以降は，記入不要です。）

調査実施日 ： ～

その他

要介護認定調査（訪問調査）の実施に係る連絡票

　　　　円滑に訪問調査及び日程調整等を行うために，この連絡票への記入をお願いします。

※介護保険の申請をされている人（訪問調査を受けられる方）を記入してください。

訪問調査では，日頃の本人の心身の状態や家族等の介護状況について聴き取りを行います。　　

　　　　そのため，できるだけ日頃の状況をよく知っておられる介護者等の同席をお願いしています。

①　記入者名前

⑧　本人の状況
その他
（要望・留意事項等）

③　被保険者が現在
住んでいる場所

 □ 住民票の住所地
（この場合，住所は記入不要です。）

④　調査実施場所

 □ 上記の場所

 □ 上記の場所以外 住    所
　電話番号　（　　　）　　－

名    前

本人との関係 □　家族（　　　　　　）　□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

施設名 　電話番号　（　　　）　　－

 □ 入院  ・ 入所中
　　　　　　　　　　　階　　病棟入院中

　　（　　　　　）　　　ー

※この場合，住所は記入不要です。

 □ 住民票の住所地以外
（右記に住所等を記入してください。）

□　家族等（続柄：　　） □
居宅介護支援事業所・

介護保険施設等

住    所

　電話番号　（　　　）　　－

本人との関係

ある　　なし

　本人からのみ聴き取ります。

病院受診など
都合が悪い日

調査員名

※調査員に特に伝えておきたいことがあれば記入してください。

　難聴 　有 ・ 無　 　  感染症 　有 (     　     ) ・ 無　　 　別室での聞き取り希望　 有 ・ 無

※連絡が取りやすい時間等をご記入ください。

本人との関係

　　勤務先等日中に確実に連絡が取れるところを記入してください。

勤務先等名称

      年      月     日 （        ）        ：          駐車場

　※訪問調査の日程調整のための連絡がなかなか取れない場合が多々あります。差し支えなければ、　

⑦　介護サービス利
用状況及び病院受診

①訪問介護
②デイサービス
③デイケア
④ショートステイ
⑤小規模多機能

サービス
利用日

⑥　日程調整の相手

 □ 同席しない
※この場合，心身の状態に関しての聴き取りに対し十分に受け答えができるものとし，

                            電話番号（       ）        －

⑤　調査への同席者
の有無

 □ 同席する

ふりがな

月 火 水 木 金 土 日

この連絡票を記入した方を必ず記入

子ども宅や親戚宅に仮住まいしている場合：

住所・世帯主の名前を記載してください。

入院をしている場合：入院をしている階を記入

☆同席をする場合は、申請者の日頃の状況を把握している方の同席をお願い

します。 また，続柄は必ず記入してください。

変更申請をされる方には，日頃の状況を把握している方の同席をお願いしま

す。

平日８：３０～１７：１５の間で確実に連絡が取れる連絡先（携帯電話可）を記入。

なお、電話番号の記入間違いが多く見られます。よく確認してください。

在宅サービスご利用の場合 ： 利用している曜日の下に番号を記入

ショートステイご利用の場合 ： 空欄に申請した月の利用日を記入。

〈記入例〉 ●暴言や暴力行為があるので注意して調査をしてください。

●疾病について本人には言わない〈聞かない）ようにしてください。

●介護保険のことは本人には伝えていないので言わないでください。

●暫定プランにてサービスを利用しているので調査を早くして欲しい。

※この場合、本連絡票に記入のうえ、申請時に窓口の職員に必ず口頭で伝えてください。

〈その他〉 ●介護保険の認定調査は、申請者の日頃の状況を聞き取ることとなっています。

このため、調査の実施場所は本人が日頃生活をしている場所（居住地）が基本となります。

〈本人の居留地以外での調査は例外です。）

●入院中の方について，何の病気でいつから入院中か，また，今後の見通し等わかる範囲で

記入してください。
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認定申請受付時等の資格者証の発行について 

 

 要介護（要支援）認定申請受付時等における「介護保険資格者証」の発行については，

２０１８年（平成３０年）１月４日から取扱いを変更することとし，市内各事業所・施設

に対し「認定申請受付時等の資格者証の発行について」（２０１７年（平成２９年）１２月

２６日付通知）により，お知らせしたところですが，今般，あらためて次とおり周知しま

す。 

 

 

１ 変更内容 

  要介護（要支援）認定申請受付時に「介護保険資格者証」は発行せず，これに代えて，

持参いただいた介護保険被保険者証の表面に「認定申請中」の印を押印し，申請者にお

返しします。 

被保険者証を紛失されている場合は，喪失届により再交付した被保険者証に「認定申

請中」の印を押印し，お渡しします。 

  なお，認定申請時又は申請中に提出された「居宅（介護予防）サービス計画作成・介

護予防ケアマネジメント 依頼（変更）届出書」の内容は，認定決定後に交付する介護

保険被保険者証に反映します。 
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２０１７年（平成２９年）１２月２６日 

 

事業所・施設 管理者 様 

        

                    福 山 市 保 健 福 祉 局  

長寿社会応援部介護保険課長 

 

 

認定申請受付時等の資格者証の発行について（通知）  

   

 平素より介護保険事業に格別のご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて，「介護保険資格者証」については，従来，要介護（要支援）認定申請時に介護保険

被保険者証を回収することから，これに代わるものとして発行してきたところですが，次

のとおり取扱いを変更することとしました。急なお知らせとなりますが，よろしくお願い

します。 

 

１ 変更内容 

  要介護（要支援）認定申請受付時に「介護保険資格者証」は発行せず，これに代えて，

持参いただいた介護保険被保険者証の表面に「認定申請中」の印を押印し，申請者にお

返しします。 

被保険者証を紛失されている場合は，喪失届により再交付した被保険者証に「認定申

請中」の印を押印し，お渡しします。 

  なお，認定申請時又は申請中に提出された「居宅（介護予防）サービス計画作成・介

護予防ケアマネジメント 依頼（変更）届出書」の内容は，認定決定後に交付する介護

保険被保険者証に反映します。 

 

２ 変更時期 

２０１８年（平成３０年）１月４日から 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

保健福祉局長寿社会応援部介護保険課 

  認定審査担当 ０８４－９２８－１１７３ 

  保険給付担当 ０８４－９２８－１１６６ 
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福山市自立支援型地域ケア会議の開催について 

 

１ 趣旨 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（2018 年 4 月 1 日

施行）の中で，高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止，地域共生社会の実現を図るととも

に，制度の持続可能性を確保することに配慮し，サービスを必要とする方に必要なサービスが提

供されるようにするとの方針が示された。自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の

取組を推進するという観点から，2018 年度（平成 30 年度）から自立支援型地域ケア会議を実施

する。 

 

２ 目的 

・要支援者等の生活行為の課題の解決等，状態の改善に導き，自立を促すことで，高齢者のＱ 

ＯＬの向上を図り，自己実現を目指す。 

・会議参加者が自立支援に資するケアマネジメントの視点やサービス等の提供に関する知識・

技術を習得することで，スキルアップを図り，ケアマネジメント力やケアの質の向上を図る。 

・多職種で検討することでネットワークを構築する。 

・事例を積み重ねることにより，地域に不足する資源などの地域課題の発見・解決策の検討に

つなげる。 

・個別課題の解決から地域包括ケアシステムの構築を目指すことができるよう，日常生活圏域

の地域ケア会議や地域包括ケアシステム推進会議の各部会と相互に連動させるとともに，地

域課題の解決策の共有や市の政策形成につなげる仕組みづくりを行う。 

 

３ 事業内容 

・多職種の参加によるケアマネジメントを行う会議を実施する。専門的な助言を得るなかで，

高齢者の生活行為の課題を明らかにし，介護予防に資するケアプラン作成とそのケアプラン

に則したケア等の提供を行う。また，会議後提供したケアの効果について，支援内容の妥当

性を評価する機会を設ける。 

・介護予防ケアマネジメントマニュアル（作成中）を活用し，参加者全員が自立支援・介護予

防の観点から意見を述べる。 

 

４ 実施回数 

月１回程度 

 

５ 対象事例 

事業対象者，要支援者 

事例検討数は，１回３ケース程度，１ケース３０～４０分で検討予定 

 

６ 会議参加者 

事例提供者：地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所の介護支援専門員・対象事例のサ

ービス提供事業者 
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助言者：医師，歯科医師，薬剤師，管理栄養士または栄養士，理学療法士，作業療法士， 

言語聴覚士，歯科衛生士等専門職 

 司会者：福山市高齢者支援課  

 その他：必要に応じて市関係部署職員 

 

（参考） 

介護保険法（抜粋） 

(会議) 

第 115 条の 48 市町村は、第 115条の 45第 2項第 3 号に掲げる事業の効果的な実施のために、介

護支援専門員、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係

機関及び関係団体(以下この条において「関係者等」という。)により構成される会議(以下この条

において「会議」という。)を置くように努めなければならない。 

２ 会議は、要介護被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者(以下この項において「支援

対象被保険者」という。)への適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、支援対象被保険

者が地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものとする。 

３ 会議は、前項の検討を行うため必要があると認めるときは、関係者等に対し、資料又は情報の

提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

４ 関係者等は、前項の規定に基づき、会議から資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協

力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならない。 

５ 会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく、会議の事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、会議が定める。 
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2018 年（平成 30 年）3 月 16 日 

 

介護保険事業所 施設の皆さまへ 

 

                           福 山 市 長   

                               （保健福祉局長寿社会応援部高齢者支援課）          

 

一人ぐらし高齢者巡回相談事業に係る民生委員との連携について（依頼） 

 

  時下，益々ご清栄のこととお喜び申しあげます。 

 また，平素より，本市保健福祉行政の推進に格別のご理解とご協力をいただき，厚くお礼申しあ

げます。 

 さて，見出しの一人ぐらし高齢者巡回相談事業につきましては，現在，福山市連合民生・児童委

員協議会に業務を委託し，７５歳以上の一人ぐらし高齢者や高齢者のみの世帯等を対象に，原則週

１回以上，ご自宅を訪問するなどにより，見守りや安否確認を行っているところであります。 

こうした中，高齢化の進展に伴い，対象となる一人ぐらし高齢者や高齢者のみの世帯は年々増加

しており，民生委員による本事業での見守りが困難な状況になりつつあります。 

 このため，今後は，民生委員を始め，近隣住民や民間事業者など，地域全体で見守る仕組みをつ

くっていく必要があると考えております。 

つきましては，介護保険事業所・施設の皆様方と民生委員が，地域の高齢者の情報を共有するこ

とにより，高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるように，見守り体制を構

築してまいりたいと考えておりますので，ご理解・ご協力を賜りますようお願い申しあげます。 

 なお，民生委員は厚生労働大臣の委嘱を受けた方で守秘義務が課せられていることから，共有

する個人情報保護については，慎重な取扱いと適正な管理を行ってまいります。 

 

《具体的な取組内容》 

 事業所の職員の方が直接高齢者に接する介護サービス（訪問型・通所型サービスなど）を週１

回以上利用している一人ぐらし高齢者巡回相談事業の対象である高齢者について，身体状態や生

活状況などの情報を，介護保険事業所・施設と共有し，見守りを行っていく。 

 共有する情報としては，介護サービス利用時や民生委員の訪問時での気付きなどを想定してい

る。 
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平成２９年度福山市介護職員技能等向上支援事業報告 

 

１ はじめに 

 平成２８年度に引き続き，今年度も「福山市介護職員技能等向上支援事業」（以下，「現場研修」とい

う。）に取り組ませていただきました。 

この事業の目的は，「介護職員の人材育成及び介護サービスの質の向上を図ること」にあります。 

社会は，高齢者の増加とともに介護保険サービス事業所，施設等が増え続けています。職能団体であ

る公益社団法人広島県介護福祉士会として，研修会やイベントなどの活動を通して各事業所，施設など

で働く方々とさまざまな出会いがありますが，介護職員の悩みにも数多く出会います。 

研修会などで学んだ技術が現場で活かせない…理由は，利用者の障がいがさまざまであること，同じ

ような障がいであってもその人の困りごとが一人ひとり違うことなど…と聞きます。 

先輩から教えられた技術が不適切なケアであることに気づき，何が正しいのか悩む…利用者への声の

かけ方，移乗の方法，ベッド柵の使用方法（４点柵の使い方）など…と聞きます。 

今年度，当会は県・市町と連携し，県内数か所で虐待防止研修会を開催いたしましたが，その受講者

からも「不適切ケア」について具体的なイメージをもっていないことにも気づかされました。 

 今回，この訪問事業を通して，介護現場で働く職員の悩みの解決に少しでもつながることを目指して

真摯に取り組みました。悩みへのアドバイスや，不適切ケアとは何かがイメージできるようになれば良

いと思い，各施設・事業所を訪問させていただきました。 

 

２ 実際の対応事例 

本事業では，グループホーム，小規模多機能型居宅介護事業所，介護老人保健施設，介護付有料老人

ホームなどを福山市介護保険課職員同伴のもと２人１組で訪問させていただきました。 

 

対応事例１ 

職員のみなさんから介護について，自分が抱えている悩みについて直接質問を受けました。 

① 感情が抑えられない時がある 

② 業務に追われて，利用者とゆっくり話ができない 

③ 重度の利用者が多く外出支援ができない 

④ 理想と現実のギャップのジレンマ 

⑤ 力仕事が多く，体力的，精神的にも介護の仕事を続けて行けるのか心配 

⑥ 共に生きる介護とは何か？ どこまで本人希望に応えられるのか？ 線引きはどんなところか？ 

現状で自分に何ができるのか？ 

一つひとつ丁寧に答えさせていただきました。また，こちらからも質問をさせていただきました。 

感情が抑えられない時があると言われた職員には，「自分を責めないでください。介護職の私たちも

人間です。感情労働者なのです。利用者へ感情表出できるということは，あなたが利用者の要求に心か

ら応えようとしている姿です」と伝えました。「大切なのは，感情表出が相手を傷つけてはいけない。心

が届けられるように。共に生きていると思えるように」と伝えました。 

一人ひとりの職員に対して，介護職として悩むことは，利用者にとっても大切なことであることをお

伝えさせていただきました。 

 

資料 15(1) 



対応事例２ 

入浴場を新しく設置したところ，使い勝手が悪くなった。使い方などを模索してきたが，現状は多く

の職員を配置して入浴を実施しているため，効率的に入浴ができたらと思っている。利用者の気持ち良

さは維持しながら，職員の動きなどを考えたいとの相談でした。 

入浴風景を見せていただく（誘導や衣服の更衣などを手伝いながら実施する）と，入浴場から更衣室

までの移動に距離があることや裸でタオルをかけての移動であるため，利用者には不利益がある（例え

ば，身体が冷える。プライバシーが守れないなど）と感じました。 

また，職員の役割が固定されていることで，誘導する・衣服を脱ぐ・身体を洗う・身体を拭く・更衣

をする…とても効率が悪いと感じました。８人の職員が配置され，それぞれが連動した動きがなく，途

切れながらの支援であるため，職員が何もしないで立っている姿も見ました。 

もう一つの視点では，自立支援になっていないこと。すべてを手伝うため，利用者のできることも奪

っていることに気がつきました。 

図解でアドバイスを行いました。職員３人で１時間に何人入浴できるかを考える。例えば，利用者一

人に２０分の入浴を考えるなら，３人の職員で考えると，１時間で９人の利用者が入浴できる。３人の

職員は，誘導する・衣服を脱ぐ・身体を洗う・身体を拭く・更衣をするまですべてに責任をもって行う。

一つの方法論ですが，考えるヒントになればと思いお伝えさせていただきました。 

 

３ 現場研修の講評 

生活支援の専門職である私たち介護福祉士が各事業所等を訪問させていただいて，介護現場で日々働

いている介護福祉士をはじめとする介護職のみなさんがどのようなことに困り，ストレスを感じている

のか，自分たちの介護現場でどんな介護（ケア）を目指しているのかなど質問や相談をしていただき，

アドバイスをさせていただきました。悩みが少しでも和らげることができて，職員の離職を防ぎたいと

考えました。 

 今回の訪問で強く感じたことは，昨年度との違いです。個々の職員の悩みの相談だけでなく，施設全

体で一緒になって，悩みに対してのアドバイスを求めています。そこで働く職員のみなさんが共通の悩

みをもち，介護とは何かを考えて，模索している集団という印象でした。 

また，人材育成についての相談も多くありました，先輩としての立場，上司としての立場から新人職

員の育成についての相談をいただきました。どの職場も新人育成に力を入れながら，介護とは何かを伝

えたい，各施設・事業所のケアの標準化を目指していると強く感じました。 

 

４ おわりに 

 今年度は申し込みが少なくとても残念でした。この訪問事業は，各施設・事業所の実践の場所に足を

踏み入れます。外から見るだけではわからないことが，中に入ることで見えていきます。その意味を大

切に考えての事業です。決して荒探しに入っているのではありません。困りごとに直接触れることで，

的を射たアドバイスができることを願って訪問させていただいています。力不足である私たちですが，

介護の実践者である介護福祉士としてのこれまでの知識や体験，経験を活かし，少しでも課題解決につ

ながればと思い取り組んでいます。 

今後もどうぞよろしくお願い申しあげます。 
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介護支援専門員登録等申請書の提出先の変更について 

 

  平成 30 年度から，介護保険法（平成９年法律第 123号）第 69条の２から第 69 条の８（第 69

条の５及び第 69条の６を除く）の規定に基づき，県が実施している介護支援専門員の登録，介

護支援専門員証の交付事務を効率的・効果的に実施するため，一部業務を広島県介護支援専門員

協会（以下「協会」という。）に委託することとしました。これに伴い，４月から提出先及び問

合わせ先が協会に変更になります。手数料の納入方法や申請書様式等申請書類に変更はありませ

んが，申請書の郵送先等お間違えのないよう御注意ください（一部の手続きを除く）。 
 

１ 協会で実施する介護支援専門員登録等業務の内容 

  

２ 提出先及び問合わせ先 

平成 30年 3月 30 日（金）まで 平成 30年 4月 2日（月）から 

広島県 健康福祉局 医療介護計画課 

住 所 〒730-8511  
広島市中区基町 10-52 

電 話 082-513-3206（ダイヤルイン） 
 

○問合せ時間及び窓口受付期間 
8時 30 分～12時，13時～17時（土日祝除く） 

○広島県のホームページ 

 https://www.pref.hiroshima.lg.jp/ 
トップページ > 分類でさがす > 健康・福祉 > 高齢者・

障害者福祉等 >  介護保険 > 介護支援専門員 > 介護支援
専門員の登録などについて 

広島県介護支援専門員協会 

住 所 〒734-0007  
広島市南区皆実町一丁目 6－29 

電 話 082-258-5569 

 

○問合せ時間及び窓口受付時間  
8時 45分～12 時，13時～17 時 15 分

（土日祝除く） 
○広島県介護支援専門員協会ホームページ 
 ケアマネの輪 http://www.hcma.or.jp/ 

 

※平成 30 年 3 月 31 日及び 4 月 1日は，土日のため，問合わせ及び窓口受付はしていませんので御注意ください。 

 変更前（平成 30年 3月 31日まで） 変更後（平成 30年 4月 1 日から） 

広島県 

・登録移転（転入） 

・登録証明書の再発行 

・研修に係る受講地変更 

・手数料に係る納付書送付 

・新規登録申請 

・新規交付申請 

・更新交付申請 

・書換交付申請（氏名の変更） 

・再交付申請（紛失・破損等） 

・登録事項変更申請（住所の変更，証の

交付を伴わない氏名の変更） 

・登録移転（転出） 

・介護支援専門員証の送付 

・登録移転（転入） 

・登録証明書の再発行 

・研修に係る受講地変更 

協会 

 ・手数料に係る納付書送付 

・新規登録申請 

・新規交付申請 

・更新交付申請 

・書換交付申請（氏名の変更） 

・再交付申請（紛失・破損等） 

・登録事項変更申請（住所の変更，証

の交付を伴わない氏名の変更） 

・登録移転（転出） 

・介護支援専門員証の送付 
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「介護支援専門員証の更新」について 

（主任介護支援専門員更新研修修了者の方） 

 

○ 主任介護支援専門員更新研修（以下「主任更新研修」という。）を修了した者に係る介護支援専

門員証の更新手続きについては，「「介護支援専門員資質向上事業の実施について」の一部改正等

について（H29.5.19 厚労省老健局長通知）」の規定により，主任更新研修を修了した者の介護支

援専門員証の有効期間を，原則として，主任更新研修修了証明書の有効期間に置き換え，両方の

有効期間を揃えることとなりました。 

○ 主任更新研修修了者は，介護支援専門員証の有効期間を主任更新研修修了証明書の有効期間に

更新致しますので，介護支援専門員証の更新申請手続きをお願いします。 

○ なお，現在お持ちの介護支援専門員証と有効期間を揃えないことも可能です。有効期間を揃え

ないことを希望する方は，介護支援専門員証の更新申請時に申出書を添付してください。この場

合は，遅くとも介護支援専門員証の有効期間が満了する 1か月前までには更新申請手続きをして

ください。更新申請手続きを忘れた場合は，介護支援専門員及び主任介護支援専門員としての業

務に従事できなくなります。 

 

有効期間を揃える人 

申請時期：主任更新研修修了後から県が指定する日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効期間を揃えない人 

 申請時期：証の有効期間が満了する 1年前から 1か月前まで（介護支援専門員証の更新と同様） 

   

 

 

 

 

 

 

※介護支援専門員と主任介護支援専門員の更新時期が異なるため，両方の有効期間を把握しておく必要

があります。なお，更新申請手続きを忘れた場合は，介護支援専門員及び主任介護支援専門員としての

業務に従事できなくなります。 

 

 

 

 

 

 

主任更新研修修了証明書と同じ

有効期間が記載された証 

証 

 

申請書 

(様式第 11 号) 

主任更新 

研修修了 

証明書 

（写し） 

 

証の写し 

証 

主任更新研修修了証明書と異

なる有効期間が記載された証 

証 

 

申請書 

(様式第 11 号) 

主任更新 

研修修了 

証明書 

（写し） 

申出書 

（有効期間を

揃えない） 

 

証の写し 

証 

申請 

申請 

●お問合せ先●    ※問い合わせ時間は 8時 30分から 12時，13時から 17時です。 
部  署 広島県健康福祉局 医療介護計画課 
電  話 082-513-3206 

●主任介護支援専門員の更新については，広島県ホームページでもご覧になれます● 

トップページ> 健康・福祉 > 高齢者・障害者福祉等> 介護保険 > 介護支援専門員 > 主任介護支援専門員の更新制度につい

て 
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福山市条例の制定・改正について 

 

１ 条例の制定について 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第

５２号。以下「地域包括ケア強化法」という。）による介護保険法（平成９年法律第１２３号）の

一部改正により，介護医療院を創設することについて規定されたこと及び介護医療院の人員、施

設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。以下「介護医療院基準省

令」という。）が定められたことに伴い，福山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関

する基準を定める条例を制定する予定です。 

国が示している基準省令と同様の取扱いとするものです。 

※２０１８年（平成３０年）３月下旬公布，２０１８年（平成３０年）４月１日施行予定 

  ※介護医療院の事業概要は５ 参考資料参照 

 

２ 一部改正条例の制定について 

地域包括ケア強化法による介護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部改正等を受けて，指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（平成３０

年厚生労働省令第４号）及び介護医療院基準省令が公布されたことに伴い福山市養護老人ホーム

の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部改正についてを制定する予定です。 

いずれも，国が示している基準省令と同様の取扱いとするものです。 

※２０１８年（平成３０年）３月下旬公布，２０１８年（平成３０年）４月１日施行予定 

※既存のサービス種別の条例について全て改正するものです。個別の条例については，福山

市ＨＰを参照してください。 

 

【主な改正点（条例規定事項／２０１８年（平成３０年）４月１日変更分）】 

訪問介護，

通所介護，

短 期 入 所

生活介護 

・地域包括ケア強化法により，障害福祉サービス等の指定を受けている

事業所であれば介護保険の事業所の指定も受けやすくする特例の規定

が設けられたことに伴い，新たなサービスの提供体制として設けられ

た共生型サービスの基準について規定するもの。 

訪問介護，

指 定 介 護

予 防 相 当

訪問事業，

指 定 基 準

緩 和 型 訪

問事業 

・事業者は，居宅介護支援事業所の介護支援専門員等に対して，自身の事

業所のサービス利用に係る不当な働きかけを行ってはならない旨を明

確化するもの。 

・サービスの提供に当たり把握した利用者の口腔に関する問題や服薬状

況等に係る気付きをサービス提供責任者から居宅介護支援事業者等の

サービス関係者に情報共有することについて，サービス提供責任者の

責務として明確化するもの。 

訪 問 リ ハ

ビ リ テ ー

ション 

・訪問リハビリテーションを実施するに当たり，リハビリテーション計

画を作成することが求められており，この際に事業所の医師が診療す

る必要があるため，専任の常勤医師の配置を求めることとするもの。 

施 設 サ ー

ビス，居住

・身体的拘束等の更なる適正化を図るため，身体的拘束等の適正化のた

めの対策を検討する委員会の開催，適正化のための指針の整備及び研
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系 サ ー ビ

ス共通 

修の実施を義務付けるもの。 

定期巡回・

随 時 対 応

型 訪 問 介

護看護，夜

間 対 応 型

訪問介護 

・日中（８時から１８時）と夜間・早朝（１８時から８時）におけるコー

ル件数等の状況に大きな差は見られないことを踏まえ，日中について

も，利用者へのサービス提供に支障がない場合には，オペレーターと

随時訪問サービスを行う訪問介護員等との兼務を認めるもの。 

・オペレーターに係る訪問介護のサービス提供責任者の経験年数を３年

以上から１年以上に変更するもの。 

・正当な理由がある場合を除き，地域の利用者に対しても，サービスの提

供を行わなければならないことを義務化するもの（定期巡回・随時対

応型訪問介護看護に限る）。 

居 宅 介 護

支援 

・居宅介護支援事業所における人材育成の取組を促進するため，主任介

護支援専門員であることを管理者の要件とするもの（３年間の経過措

置有）。 

・利用者との契約に当たり，利用者やその家族に対して，利用者はケアプ

ランに位置付ける居宅サービス事業所について，複数の事業所の紹介

を求めることが可能であること等を説明することを義務付けるもの。 

・入院時における医療機関との連携を促進する観点から，居宅介護支援

の提供の開始に当たり，利用者等に対して，入院時に担当介護支援専

門員の氏名等を入院先医療機関に提供するよう依頼することを義務付

けるもの。 

・利用者の医療系サービスの利用に際し意見を求めた主治の医師等に対

して，居宅サービス計画の交付を介護支援専門員に義務付けるもの。 

【主な改正点（条例規定事項／２０１８年（平成３０年）１０月１日変更分）】 

居 宅 療 養

管理指導 

・看護職員による居宅療養管理指導について，その算定実績を踏まえ，廃

止することとするもの。 

福 祉 用 具

貸与 

・利用者が適切な福祉用具を選択する観点から，福祉用具専門相談員に

対して，以下の事項を義務付けるもの。 

① 貸与しようとする商品の特徴や貸与価格に加え，当該商品の全国

平均貸与価格を利用者に説明すること。 

② 機能や価格帯の異なる複数の商品を利用者に提示すること。 

③ 利用者に交付する福祉用具貸与計画書を介護支援専門員にも交付

すること。 

居 宅 介 護

支援 

・訪問回数の多い居宅サービス計画について，利用者の自立支援・重度化

防止や地域資源の有効活用等の観点から，介護支援専門員が通常の居

宅サービス計画よりかけ離れた回数の訪問介護を位置付ける場合に

は，市町村に居宅サービス計画を届け出ることを規定するもの。 

※上記内容については，介護予防も同様の取扱いとなります。 

※必ず実施事業の基準条例を確認してください。 
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３ 国が発出する省令の解釈通知について 

福山市が定める条例の解釈は，国の解釈通知に準じます。 

 

４ 条例等データ掲載場所（ホームページ） 

福山市ホームページ→担当部署でさがす→「保健福祉局／介護保険課」 

→「居宅サービス事業者等の指定基準等に関する条例について」 

  ※条例については，議決を経る必要があるため，HP への掲載が遅れる可能性がありますので，

あらかじめご留意ください。 
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５ 参考資料（厚生労働省） 

(1) 共生型サービスについて 

 ① 共生型サービスの趣旨等 

 

 

②  共生型の対象サービス 
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(2) 介護医療院について 
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業務管理体制について 

 

１ 業務管理体制の整備の趣旨 

事業者による法令遵守の義務の履行を確保し，指定取消事案などの不正行為を未然に防止する

とともに，利用者又は入所者の保護と介護事業運営の適正化を図るため，事業者に対し，業務管

理体制の整備を義務付けるものです。 

 

２ 一般検査 

＜事業者における具体的な取組み事例，考え方の一例＞ 

① 厚生労働省の社会保障審議会（介護給付費分科会）の資料等を見て，最新の情報を入手し

ている。 

② 各種教材や業務に関連する帳票等を用いた研修を行い，当該研修後も復習のために別途研

修を重ねている。 

③ 従業員，職責という立場ではなく，第３者としての公平な立場から自分たちの行動を見つ

め直し，向上するように取り組んでいる。 

④ 必要に応じ，始末書の提出等をするように取り決めをしている。 

⑤ 毎月，介護保険関連の法令をテーマに研修を実施している。 

 

３ 今後の方針 

  一般検査は，来年度以降も順次実施します。該当事業者に対しては，別途通知しますのでご承

知ください。 

 

４ 届出について 

  2018 年（平成 30 年）3 月 31 日をもって，介護予防通所介護サービスが無くなることに伴い，

地域密着型通所介護と第 1 号通所事業(※)のみを運営する事業者は，業務管理体制の整備に係る

届出書の届出先が福山市に変わるため，区分の変更の届出を行う必要があります。 

  監督権者から再三督促があったにもかかわらず，届出を行わない場合は，介護保険法における

指定等取消事由に該当するため，2018 年（平成 30 年）4 月 1 日以降，遅滞なく，提出してくだ

さい。 

（※）第１号通所事業は，業務管理体制における事業所・施設に含まれません。 
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５ 業務管理体制の概要 

（１）業務管理体制の整備 

   事業者が整備すべき業務管理体制は，事業所・施設の数に応じて，それぞれ次の区分となり

ます。 

  (注 1) 事業所・施設の数には，介護予防のサービスに係る事業所を含みますが，みなし事業

所を除きます。 

※ みなし事業所…病院などが行う居宅サービス（居宅療養管理指導，訪問看護，訪問リハ

ビリテーション及び通所リハビリテーション）であって，健康保険法の指定があったとき，

介護保険法の指定があったものとみなされる事業所をいいます。 

  (注 2) 総合事業における介護予防・生活支援サービス事業は，事業所・施設の数から除きま

す。 

（２）届出事項 

事業者は，事業を開始した際に業務管理体制の届出をしているところですが，その届出事項

に変更が生じた場合は，届出事項の変更の届出が必要です。 

全ての事業者 

・事業者の名称 ・主たる事務所の所在地 

・代表者の名前，生年月日，住所，職名 

・法令遵守責任者の名前，生年月日 

事業所・施設の数が 

20以上の事業者 
・法令遵守規程の概要 

事業者・施設の数が 

100以上の事業者 
・業務執行の状況の監査の方法の概要 

  （注）法令遵守責任者の選定については，何らかの資格が求められるものではありませんが，介

護保険の関係法令に精通し，事業者内部の法令遵守を確保することができる者を選任して

ください。 

（３）届出先 

区分 届出先 

(1)事業所等が 3以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣 

(2)事業所等が 2 以上の都道府県の区域に所在し，かつ，2 以下の

地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 

事業者の主たる事務所が所

在する都道府県知事 

(3)全ての事業所等が 1の都道府県の区域に所在する事業者 都道府県知事 

(4) 全ての事業所等が 1の指定都市の区域に所在する事業者 指定都市の長 

(5) 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者であって、

事業所等が同一市町村内に所在する事業者 
市町村長 

事業所・施設の数が 

1以上 20未満 
・法令遵守責任者の選任 

事業所・施設の数が 

20 以上 100 未満 
・法令遵守責任者の選任 ・法令遵守規程の整備 

事業所・施設の数が 

100以上 

・法令遵守責任者の選任 ・法令遵守規程の整備 

・業務執行の状況の監査を定期的に実施 
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（４）届出の様式・記載例 

福山市様式は次ページ以降を参照してください。厚生労働省（地方厚生局），都道府県におい

ては，別途様式を定めていますので，届出先の機関の定めた様式により届け出てください。 

<福山市ホームページ> 

http://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/soshiki/kaigo/1115.html 

福山市トップページ（http://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/） ＞ 担当部署でさがす

（トップページ左側）＞ 介護保険課 ＞ 事業者の方はこちら ＞ １ 各種届出に係る書

類 ＞ ５ 介護サービス事業者の業務管理体制に関する届出書 

  

 <広島県ホームページ> 

http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/60/1242103256800.html 

広島県トップページ(http://www.pref.hiroshima.lg.jp) ＞ 健康・福祉  ＞ 高齢者・障

害者福祉等 介護保険 ＞ 業務管理体制整備に関する届出及び検査について 

 

<厚生労働省ホームページ> 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ser

vice/index.html 

厚生労働省トップページ(http://www.mhlw.go.jp) ＞ 福祉・介護 ＞ 介護・高齢者福祉 

＞ 介護サービス事業者の業務管理体制 
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介護保険法第１１５条の３２第２項(整備)又は第４項 

（区分の変更）に基づく業務管理体制に係る届出書 

２０１８年４月１０日 

福 山 市 長 様 

               事業者 名   称 株式会社 ○○サービス   

                   代表者名前 代表取締役 福山 太郎 印 

 

みだしのことについて，次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

 事業者（法人）番号 
※記入不要(福山市記入欄)                  

１ 届出の内容 

 

 
(１)法第１１５条の３２第２項関係 整 備 
 
(２)法第１１５条の３２第４項関係 区分の変更 

２ 

事 

業 

者 

フリガナ ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ ○○ｻｰﾋﾞｽ 

名  称 株式会社 ○○サービス 

住  所 

(主たる事務

所の所在地) 

(郵便番号７２０-８５０１） 

  広島  都道  福山 郡 市 東桜町３番５号 

      府県     区 

(ビルの名称等） 

連 絡 先 電話番号 084-×××-×××× ＦＡＸ番号 084-×××-×××× 

法人の種別  営利法人 

代 表 者 の 

職名・名前・ 
生 年 月 日 

職 

名 

代表 

取締役 

フリガナ ﾌｸﾔﾏ ﾀﾛｳ 生年 

月日 
19××年×月×日 

名 前 福山 太郎 

代 表 者 の 

住 所 

(郵便番号７２０-××××） 

  広島  都道  福山 郡 市 北桜町○番○号 

      府県     区 

(ビルの名称等） 

３  事業所名称

等及び所在地 

事業所名称 指定(許可)年月日 介護保険事業所番号(医療機関等コード) 所 在 地 

別紙 

計 １ か所 
別紙 別紙 別紙 

４  介護保険法

施 行 規 則 第

140 条の 40 第

1項第2号から

第 4 号に基づ

く届出事項 

 

第２号 

法令遵守責任者の名前（フリガナ） 生 年 月 日 

 介護 花子  （ ｶｲｺﾞ ﾊﾅｺ ） 19××年 ×月 ×日 

 

第３号 
業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

 

 

第４号 
業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

５ 

区
分
変
更 

区分変更前行政機関名称，担当部(局)課 広島県地域福祉課 

事業者（法人）番号 
※区分変更前の行政機関が付番した番号 

Ａ × × × × × × × × × × × × × × × × 

区 分 変 更 の 理 由 
2018 年 3 月 31 日で介護予防通所介護がなくなり，地域密着
型サービスのみを運営することとなったため。 

区分変更後行政機関名称，担当部(局)課 福山市介護保険課 

区 分 変 更 日 ２０１８年４月１日 

 

記入例（区分の変更） 

区
分
変
更
前
行
政
機
関
に
届
け
出
る
場
合
は
、
「
２
」
か
ら
「
４
」
ま
で
の
記
入
を
省
略
し
て
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。 

事業所数等が 1 以上 20 未満の

場合，第 2 号の欄のみ記入する 
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                                        地域密着型（介護予防）サービス事業者 → 福山市 

事業所一覧【地域密着型（介護予防）サービス事業のみを行い，すべての事業所が福山市内に所在する事業者】

 

 

※介護と予防の指定を併せて受けている場合は，別々に記入してください。 

※「サービス種別」欄には，次のうち該当する番号を記入してください。 

 

別紙（参考様式）
記入例

事業者（法人）名 株式会社　○○サービス

№
サービス

種別 指定年月日

例 ⑥ 2002年  4月  1日 3 4 1 2 3 4 5 6 7 8

例 ⑦ 2006年  4月  1日 3 4 1 2 3 4 5 6 7 8

1 ⑫ 2008年  5月  1日 3 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 年   月   日 3 4

3 年   月   日 3 4

4 年   月   日 3 4

5 年   月   日 3 4

6 年   月   日 3 4

7 年   月   日 3 4

8 年   月   日 3 4

計 1 か所

介護保険事業所番号事業所名称

グループホーム○○

グループホーム○○

デイサービス　ふくやま

事業所所在地

福山市○○町一丁目１番１号

福山市○○町一丁目１番１号

福山市

福山市

福山市 □□町１番１号

福山市

福山市

福山市

福山市

福山市

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫ 地域密着型通所介護

枚中 枚目1 1全

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護予防小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入所者生活介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症通所介護

資料 19(5) 



 

 

 

介護保険法第１１５条の３２第３項に基づく 

業務管理体制に係る届出書（届出事項の変更） 

 

２０１８年 ４月 １日 

 

福 山 市 長  様 

 

              事業者 名   称 株式会社 ○○サービス  

                  代表者名前 代表取締役 福山 太郎 印 

 

 

みだしのことについて，次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

 

 
事業者（法人）番号 Ａ × × × × × × × × × × × × × × × × 

変 更 が あ っ た 事 項 

１ 法人の種別及び名称（フリガナ） 

２ 主たる事務所の所在地，電話番号及びファクス番号 

３ 代表者の名前（フリガナ）及び生年月日 

４ 代表者の住所 

５ 代表者の職名 

６ 法令遵守責任者の名前（フリガナ）及び生年月日 

７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

変 更 の 内 容 

(変更前) 

 法令遵守責任者 介護花子（ｶｲｺﾞﾊﾅｺ）   生年月日 １９××年×月×日 

(変更後) 

 法令遵守責任者 広島二郎（ﾋﾛｼﾏｼﾞﾛｳ）  生年月日 １９□□年□月□日 

 

2009－介護－138 A4 再生 55 2009．5 100 

2010－介護－310  A4 再生 55 2011．2 100 

記入例（届出事項の変更） 
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監査及び処分事例等 

 

(1)はじめに 

  利用者等からの通報，苦情，相談等により，指定基準違反が疑われ，実地検査の必要

があると認められた場合に監査を実施します。 

  また，実地指導の際に著しい運営基準違反が認められ，利用者の生命に危険がある

場合，又は，報酬請求指導の際に不正が確認され，著しく悪質な請求と認められる場合

には監査を実施します。 

 

(2)本年度の概要 

・運営基準違反 

① 適切な居宅介護支援が行われていない。 

② 人員基準の違反。 

 

・不正請求 

① 付替え請求 

本人以外（家族等）にサービス提供を行ったにもかかわらず，本人にサービス提供し

たとして請求。 

② 水増し請求 

実際のサービス提供よりも高い単価を請求。 

③ 減算請求すべきところ，減算をせず請求。 

※不正請求を防ぐために，サービス事業所の自己管理はもちろんのこと，居宅介護支援

事業所の介護支援専門員においては，モニタリングにおいて居宅サービス計画の実施状

況の確認を行い，適切な給付管理を行ってください。 

 

・虐待等 

  部屋へ閉じ込める，暴言を吐く等の身体的・心理的虐待についての市への相談は絶え

ません。事業所・施設においては，定期的に研修を行い，従業者の資質向上に努めてく

ださい。 

  また，内部の介護スタッフだけの閉ざされた場所にならないよう，地域住民との交流

を図る等，開かれた施設を目指しましょう。 
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2017 年度（平成 29 年度）実地指導の指摘事項等について 

 
市内で，平成 29 年度の実地指導等で指導や助言等を行った事項のうち，主なものを記載しました。 

今後の事業の適切な運営のために参考としてください。 

    

 注１：施設系サービス：介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設，短期入所生活介護，短期入所療養介護，特定施設入居者生活介護 

 注２：居宅系サービス：訪問介護，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション，福祉用具貸与，福祉用具販売，通所介護，通所リハビリテーション 

 注３：介護老人福祉施設及び通所介護には，地域密着型サービスを含みます。 

    

 【人員基準】  
 

 サービス種別 基準項目 指摘事項  

 
介護老人福祉 

施設 
従業者の員数 

指定介護老人福祉施設は，当該指定介護老人福祉施設の従業者によって指定介護福祉施設サービスを提供しなければならないが，医療機

関との委託契約により，当該医療機関から派遣された職員による機能訓練の実技指導が行われていた。調理業務，洗濯等の入所者の処遇

に直接影響を及ぼさない業務を除き第三者への委託等を行うことは認められないため，是正すること。 

 居宅介護支援 従業者の員数 
利用者数に対する介護支援専門員の人員配置が過少であった。 

利用者の数が３５人又はその端数を増すごとに介護支援専門員１人を配置することを標準として人員体制を整備すること。 

 【設備基準】   

 サービス種別 基準項目 指摘事項  

 
短期入所生活 

介護 

指定短期入所生

活介護の取扱方

針 

特別養護老人ホームに併設して行う短期入所生活介護について，当該特別養護老人ホームの居室においてサービスが提供されていた。居

室については併設本体施設との共用は認められないため，短期入所生活介護として指定を受けた居室でサービス提供を行うこと。 

 【運営基準】  
 

 サービス種別 基準項目 指摘事項  

 全サービス共通 秘密保持等 従業者であった者が，業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう，必要な措置を講ずること。 

 
全サービス共通 
（施設サービス除く） 

秘密保持 
サービス担当者会議等において，利用者の家族の個人情報を用いる際，文書により当該家族から同意を得ていなかった。利用者の家族の

個人情報を用いる場合は，文書により当該家族の同意を得ること。 

 全サービス共通 勤務体制の確保 研修を実施していなかったため，従業者の資質の向上のために，研修の機会を確保すること。 
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 施設系サービス 取扱方針 

身体的拘束等を行っている事例において，「切迫性」・「非代替性」・「一時性」の三要件を真に満たしているか検討がないものや，身体的拘束

等の実施にあたり，拘束時間及び心身の状況の記録が不十分であった。 

入所者の生命又は心身を保護するために緊急やむを得ず身体拘束を行う場合，真に三要件を満たしているかを十分検討し，身体拘束等の

実施の都度，その態様及び時間，その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

 施設系サービス 介護 

褥瘡対策について，褥瘡予防のための計画の作成，実践及び評価が行われていなかった。また，褥瘡対策の指針を整備しておらず，介護職

員等に対して褥瘡に関する研修も行われていなかった。褥瘡対策にあたっては，①褥瘡のハイリスク者（日常生活自立度が低い入所者等）に

対し，褥瘡予防のための計画の作成，実践並びに評価をする，②専任の施設内褥瘡予防対策担当者を決めておく，③多職種からなる褥瘡対

策チームを設置する，④褥瘡対策のための指針を整備する，⑤介護職員等に対し，褥瘡対策に関する継続教育を実施することにより，褥瘡

発生の予防効果を向上させること。 

 
介護老人福祉 

施設 
衛生管理等 

①感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針が作成されていなかった。 

平常時の対策及び発生時の対応を規定した指針を作成したうえで当該指針に基づいた職員研修を実施し，衛生管理の徹底や衛生的なケア

の励行を行うこと。 

②感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね 3 月に 1 回以上開催していなかった。おおむね 3

月に 1 回以上開催し，当該委員会で検討した結果について，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

 
介護老人保健 

施設 
入退所 

入所の判定について，介護保健施設サービスを受ける必要性が高い者を優先していなかった。 

医学的管理の下における介護及び機能訓練の必要性を勘案し，介護保健施設サービスを受ける必要性が高いと認められる者を優先的に入

所させ，透明性及び公平性な判定をすること。 

 
介護老人保健 

施設 
介護 

入所者について，定期的な検討をしていたが，検討内容が取組状況等の報告となっていた。また，検討方法が一堂に会する協議ではなかっ

た。 

入所者の心身の状況，病状，その置かれている環境等に照らし，その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうか検討すること。

また，検討に当たっては，多職種間で協議すること。 

 
介護老人保健 

施設 

施設サービス計

画の作成 

施設サービス計画の作成に当たって，入所者の解決すべき課題の把握が十分ではなく，また，サービスの目標や内容が具体化されていなか

った。適切な方法で入所者の課題を分析した上で計画作成し,計画等の達成又は進捗状況を把握すること。 

 居宅系サービス 
個別サービス計

画の作成 
個別サービス計画を作成した際に，利用者に対して交付していない事例があったため，交付すること。 

 居宅介護支援 

指定居宅介護支

援の具体的取扱

方針 

居宅サービス計画の作成及びその変更に当たっては，一連の業務を行う必要があるが，アセスメントを実施していないケースがあった。居宅

サービス計画の作成及び変更の際に，アセスメントを行っていないものについては運営基準減算に該当するため，自己点検を行い，介護報

酬の過誤調整を行うこと。 

 居宅介護支援 

指定居宅介護支

援の具体的取扱

方針 

居宅サービス計画の作成（変更）に当たって，「利用者の希望による軽微な変更」に当たらないにもかかわらず，福山市指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例第１６条第３号から第１２号までに規定された一連の業務が行われていないものが認め

られたため，業務手順の見直しを行うこと。 

 居宅介護支援 

指定居宅介護支

援の具体的取扱

方針 

要介護認定の申請中につき介護予防支援事業所と連携して暫定的に居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が作成された利用者につ

いて，サービス担当者会議が開催されないまま指定居宅介護支援が開始されていた。居宅サービス計画の作成にあたっては，サービス担当

者会議の開催により，利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに，当該居宅サービス計画の原案について，担当者から専門

的な見地からの意見を求めること。 

なお，居宅サービス計画の新規作成にあたり，サービス担当者会議の開催を行っていないときには運営基準減算に該当し，当該月から当該

状態が解消されるに至った月の前月まで減算すること。 
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 居宅介護支援 

指定居宅介護支

援の具体的取扱

方針 

要支援から要介護になった利用者の初回月に，モニタリングをしていない事例が確認された。モニタリングが行われていないものについて

は，運営基準減算に該当する。 

また，運営基準減算の該当月に初回加算を算定している場合は併せて過誤調整を行うこと。 

 居宅介護支援 記録の整備 
居宅サービス計画の作成及び変更する際には，利用者が自立した日常生活を営めるよう解決すべき課題の把握（アセスメント）を行い，個々

の利用者ごとに記載した居宅介護支援台帳にその記録を整備しなければならないが，整備されていない事例があった。個々の利用者の居宅

介護支援台帳に，必要な記録を整備するよう改善すること。 

 訪問介護 
訪問介護計画の

作成 

居宅サービス計画が変更された際に，訪問介護計画書が作成されていない事例や所要時間，日程等が明確でない訪問介護計画書があっ

た。 

サービスの提供にあたっては，居宅サービス計画に沿い，利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて，指定訪問介護の目標，当該

目標を達成するための具体的なサービスの内容，所要時間，日程等を記載した訪問介護計画を作成すること。 

 訪問介護 
訪問介護計画の

作成 

サービスを利用しているにもかかわらず，訪問介護計画を作成していない事例や，長期にわたり訪問介護計画が見直されていない事例があ

った。また，サービス内容を変更した際に，訪問介護計画を変更していない事例が見受けられた。 

指定訪問介護は，居宅サービス計画に沿って作成した訪問介護計画に基づいて提供すること。 

 訪問介護 
サービスの提供

の記録 

サービス提供記録上，サービス提供の内容が生活援助と認められるものが，身体介護の区分での請求となっていた事例があった。当該事例

に限らず，サービス提供実績と請求内容が異なっていないか自己点検を行い，誤りがあるものについては，過誤申立てにより介護報酬を返

還すること。 

 訪問介護 
サービスの提供

の記録 
サービス提供記録がなく，請求根拠が不明となっている事例があった。請求事務の手続きにおいて，必ず請求根拠を確認すること。 

 訪問介護 

訪問介護計画の

作成 

サービスの提供

の記録 

指定訪問介護を行った場合には，現に要した時間ではなく，訪問介護計画に位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な

時間で所定単位数を算定するものであるが，居宅サービス計画及び訪問介護計画が作成されておらず，また，提供した具体的なサービスの

内容について記録が不十分なため，適当な時間区分により算定されているか確認できない事例があった。 

 
通所リハビリテー

ション 

指定通所リハビ

リテーションの具

体的取扱方針 

指定通所リハビリテーションの提供に当たっては，医師の指示及び通所リハビリテーション計画に基づき，利用者の心身の機能の維持回復を

図り，日常生活の自立に資するよう妥当適切に行わなければならないが，当該指定通所リハビリテーション事業所の医師の指示ではなく，利

用者の主治の医師の指示を基に通所リハビリテーション計画を作成し，サービスを提供していた。 

サービスの提供にあたっては，当該指定通所リハビリテーション事業所の医師の指示を受けること。 

 
短期入所生活 

介護 

勤務体制の確保

等 

介護職員の勤務体制について，①予定のシフト表，②実績の勤務表の 2 つの勤務表を作成しているが，①予定のシフト表については，2 ユニ

ットを一体のものとして勤務表が作成されており，ユニットごとの勤務体制が不明確であった。また②実績の勤務表については，タイムカードと

突合したところ一致しない箇所が多く，正確なものではなかった。あらかじめユニットごとの勤務体制を定め，勤務実績は正確に記録するこ

と。 

また，看護職員の勤務体制について，本体と併設の双方の施設を兼務している者の勤務時間の切り分けができていなかった。看護体制加算

の算定要件にも関わってくるため，勤務時間を切り分けること。 

 
短期入所生活 

介護 

短期入所生活介

護計画の作成 

サービスの提供にあたり，概ね４日以上継続して入所することが予定されている利用者については短期入所生活介護計画を作成しなければ

ならないが，一部利用者について，長期間当該計画が作成されないままサービス提供が行われていた。 

複数の短期入所生活介護従業者と協議の上，サービスの目標，当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した短期入所

生活介護計画を作成し，同意を得て，交付すること。 
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 【介護報酬関係】   
 

 サービス種別 基準項目 指摘事項  

 
介護老人福祉 

施設 

口腔衛生管理体

制加算 

口腔衛生管理加

算 

口腔衛生管理体制加算について,入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていない月があった。 

また，口腔衛生管理体制加算を算定しえない場合は，別に口腔衛生管理加算も算定できないものとなる。 

 
介護老人福祉 

施設 

口腔衛生管理体

制加算 

口腔衛生管理体制加算の算定にあたり，歯科医師又は歯科衛生士の指示を受けた歯科衛生士による介護職員に対する口腔ケアに係る技

術的助言及び指導が，月１回以上行われていなかった。また，入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画について，必要な事項が盛り込ま

れていなかった。当該計画には，①当該施設において入所者の口腔ケアを推進するための課題，②当該施設における目標，③具体的方策，

④留意事項，⑤当該施設と歯科医療機関との連携の状況，⑥歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっての技術的助言・

指導を歯科衛生士が行った場合に限る。），その他必要と思われる事項について記載すること。 

 
介護老人福祉 

施設 
看護体制加算 看護体制加算Ⅱについて，算定要件の看護職員の常勤換算数の配置を満たしていなかった。 

 
介護老人福祉 

施設 

個別機能訓練加

算 
個別機能訓練加算について，個別機能訓練計画の作成以前に訓練を開始していた事例があった。 

 
介護老人福祉 

施設 

個別機能訓練加

算 

個別機能訓練加算について，多職種の者が共同して，個別機能訓練計画を作成した場合に算定できるが，当該計画が多職種の者で共同し

て作成されていることが，記録上確認できない事例があった。 

 
介護老人福祉 

施設 
経口維持加算 

経口維持加算Ⅰ及びⅡについて，経口維持計画書の同意が得られていないものや算定開始から 6 月を過ぎた利用者について，医師又は歯

科医師の指示をおおむね 1 月ごとに受けているか確認できない事例があった。 

 
介護老人福祉 

施設 
経口維持加算 

経口維持加算について，経口維持計画の作成にあたっては，医師，歯科医師，管理栄養士，看護師，介護支援専門員その他の職種の者が

共同して，入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を月１回以上行う必要があるが，当該会議の開催が月１回以上行われて

いなかった。また，経口維持計画が作成された日（入所者又はその家族の同意を得られた日）の属する月から起算して６月を超えて引き続き

算定している事例において，継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理を継続することについて，入所者の同意を得ていな

かった。 

 
介護老人保健 

施設 

在宅復帰・在宅

療養支援機能加

算 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算について，退所者の在宅における生活が継続する見込みであることを確認し，記録しなければならない

が，実地指導においてその記録が確認できなかったため，算定要件に合致することを示す記録を提示すること。 

 
介護老人保健 

施設 

緊急時施設治療

費 

緊急時治療管理については，入所者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において行われた緊急的な治療管理を評価するも

のであるが，病状が重篤ではない入所者（緊急時治療管理の対象とならない傷病の者）に対し，算定している事例が認められた。 

 
介護老人保健 

施設 

短期集中リハビ

リテーション実施

加算 

短期集中リハビリテーション実施加算については，集中的にリハビリテーションを実施した場合に算定するものである。当該加算における集中

的なリハビリテーションとは，１週間につき概ね３日以上実施する場合をいうが，確認した事例は１週間につき１日の実施であった。 

 
介護老人保健施

設 

認知症短期集中

リハビリテーショ

ン実施加算 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算について，リハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると判断されたものに対して算

定できるが，その判断がなされていないものに対して算定している事例が見受けられた。 
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介護老人保健 

施設 

栄養マネジメント

加算 

栄養マネジメント加算について，多職種の者が共同して，入所者ごとの栄養ケア計画を作成した場合に算定できるが，当該計画が多職種の

者で共同して作成されていない事例が見受けられた。 

 居宅介護支援 
中山間地域等提

供加算 
中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算について，通常の事業の実施地域内の利用者に対し，算定していた。 

 居宅介護支援 退院・退所加算 
退院・退所加算について，退院後の利用者の主治医の診療情報提供をもって算定していた。当該加算の算定にあたっては，入院又は入所先

の病院，診療所，地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い，当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた

上で居宅サービス計画を作成すること。 

 通所介護 
個別機能訓練加

算 

個別機能訓練加算（Ⅰ）の算定について，多職種共同で計画作成したこと及び訓練内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を利用者又はそ

の家族に対して説明したことが確認できなかった。個別機能訓練を行う場合は，機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で利用者の

居宅での生活状況（起居動作，ＡＤＬ，ＩＡＤＬ等の状況）を確認し，多職種協同で個別機能訓練計画を作成した上で実施すること。また，その

後３月ごとに１回以上利用者の居宅を訪問し，利用者の居宅での生活状況を確認した上で，利用者又はその家族に対して個別機能訓練計

画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに，訓練内容の見直し等を行うこと。 

 
通所リハビリテー

ション 
栄養改善加算 栄養改善加算について，算定対象者であると判断した根拠が確認出来なかった。 

 
通所リハビリテー

ション 

短期集中個別リ

ハビリテーション

加算 

短期集中個別リハビリテーション加算は，個別リハビリテーションを集中的（１週につきおおむね２日以上，１日当たり４０分以上）に行った場合

に，算定されるものであるが，通所リハビリテーション計画において，週１回のリハビリテーションしか計画されず，実施回数も週１回となってい

た事例が認められた。 

 
短期入所療養 

介護 

個別リハビリテー

ション実施加算 

個別リハビリテーション実施加算については，多職種が共同して個別リハビリテーション計画を作成した場合に算定できるが，当該計画が多

職種の者で共同して作成されていない事例が見受けられた。 

 
特定施設入居者

生活介護 

夜間看護体制加

算 

夜間看護体制加算について，重度化した場合における対応に係る指針が定められていなかった。当該加算の算定にあっては，重度化した場

合における対応に係る指針を定め，入居の際に，利用者又はその家族等に対して,当該指針の内容を説明し，同意を得ること。 

 
特定施設入居者

生活介護 

医療機関連携加

算 

医療機関連携加算は，協力医療機関等に情報を提供した日前 30 日以内において，特定施設入居者生活介護を算定した日が 14 日未満で

ある場合には算定できないものであるが，当該算定要件に合致していない事例があった。 
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2017 年度（平成 29 年度）実地指導（地域密着型サービス）における指摘事項等について 

    

 【人員基準】   

 サービス種別 基準項目 指摘事項  

 
小規模多機能型

居宅介護 
従業員の員数 

管理者の勤務形態が，併設住宅との兼務となっているが，併設住宅は管理者が兼務できる施設等には当たらな

かったため，人員配置において，見直しを行うこと。 

 
認知症対応型共

同生活介護 
従業員の員数 

計画作成担当者については，共同生活住居ごとに専らその職務に従事するものを配置し，利用者の処遇に支障

がない場合には，当該共同生活住居における他の職務に従事することができるものであるところ，一の計画作成

担当者が二の共同生活住居を介護職員として兼務する体制となっていたため，職員配置を見直すこと。 

 【運営基準】   

 
サービス種別 基準項目 指摘事項 

 

地域密着型通所

介護，認知症対応

型通所介護，小規

模多機能型居宅

介護， 

認知症対応型共

同生活介護， 

地域密着型介護

老人福祉施設 

地域との連携

等 

運営推進会議の開催回数が，基準以上となっていなかった。基準以上開催し，活動状況の報告等を行う機会を

設けること。 

※基準：地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護はおおむね６月に１回以上，その他のサービスはおおむ

ね２月に１回以上。 

 
認知症対応型通

所介護 
基本方針 

認知症対応型通所介護の事業は，認知症である利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にあ

るものを除く）を対象とするものであるが，認知症の利用者であることを確認した記録がなかった。認知症の利用

者であることを証する記録を残すこと。 

 
小規模多機能型

居宅介護 

小規模多機能

型居宅介護の

具体的取扱方

針 

小規模多機能型居宅介護事業所と併設住宅のサービスについて，小規模多機能型居宅介護の訪問サービスと

して提供しているのか，入居契約に付随するインフォーマルサービスとして提供しているのかその実態が判別でき

ない状況であったため，人員配置及び運営面において，見直しを行うこと。 

 
地域密着型介護

老人福祉施設 

勤務体制の確

保 

勤務体制について，昼間にユニットごとに常時 1 人以上の介護職員又は看護職員の配置がされているか確認で

きなかった。他ユニットからの応援で対応している場合は，当該勤務実績を明確に記録すること。 
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【介護報酬関係】   

 
サービス種別 基準項目 指摘事項 

 
認知症対応型共

同生活介護 

認知症専門ケ

ア加算 

認知症専門ケア加算について，日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者（以下「対象者」）ではない利用者に対し算定している事例が見受けられた。また，事業所

における利用者の総数のうち，対象者の占める割合が２分の１以上であることが確認できなかった.ため。算定要

件を確認のうえ，算定すること。 

 
認知症対応型共

同生活介護 

医療連携体制

加算 

医療連携体制加算について，同一法人の他の事業所に勤務する看護師を活用していたが，勤務表に当該グル

ープホームの従業員としての位置づけがなされていなかった。勤務の体制を定めるに当たっては，介護従業者の

日々の勤務体制，常勤・非常勤の別，管理者との兼務関係を明確にすること。 

 
地域密着型介護

老人福祉施設 

看取り介護加

算 

看取り介護加算について，入所の際に看取りに関する指針の説明・同意が行われておらず，また，多職種が共同

で看取り介護計画を作成したとする状況も記録上確認ができなかった。算定要件を確認のうえ，算定すること。 
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水防法・土砂災害防止法の一部改正（２０１７年６月１９日）による 

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成等の義務化について 

 

◎浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成・避

難訓練の実施が義務となりました。 

   

【 要配慮者利用施設 】 

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を有する人が利用する施設です。 

 

義務化されたのは、福山市地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設です。 

 

① 避難確保計画の作成 

「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における利用者の円滑か

つ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めた計画です。 

 ・防災体制 

 ・避難誘導 

 ・施設の整備 

 ・防災教育及び訓練の実施 

 ・自衛水防組織の業務 

※国土交通省水管理・国土保全局のホームページに「避難確保計画の作成の手引き」が掲載さ

れていますので、計画作成の参考としてください。 

 

② 市長への報告 

避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を市長へ報告する必要があります。 

 

③ 避難訓練の実施 

避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します。職員のほか、可能な範囲で利用者にも協力し

てもらうなど、多くの人が訓練に参加できるようにしましょう。 

  浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの地域の災害リスクの実情に応じた訓練に取組みまし

ょう。 

 

※具体的な内容については、３月中旬以降に福山市ホームページに掲載する予定です。 

対象となる施設には、後日情報提供します。 
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福山市こころをつなぐ手話言語条例 

 

 この条例は，手話は言語であるとの認識に基づいて，手話への理解や手話の普及

について定めています。 
 

（概要） 
○基本理念（第２条関係） 

手話への理解と手話の普及は，ろう者が手話による意思疎通を円滑に図る権利を有

することを前提に，誰もが人格と個性を尊重し合い，心豊かに共生する地域社会を

実現することを基本として行う。 

○市の責務（第３条関係） 
・手話への理解を広げ，手話を使用しやすい環境の整備を推進する。 

・ろう者の自立した日常生活と地域における社会参加を進めるための施策を講じ

る。 

○市民の役割（第４条関係） 

・基本理念に対する理解を深め，手話を使用しやすい環境づくりに協力 

・ろう者は，基本理念に対する理解の促進と手話の普及に協力 

○事業者の役割（第５条関係） 
・基本理念を理解し，市の施策に協力 

・ろう者が利用しやすいサービスの提供ができるよう協力 

○市が推進する施策（第６条関係） 
次のことに関する施策を推進する。 

・手話への理解の促進と手話の普及 

・手話で情報を取得する機会拡大 

・意思疎通の手段で手話を選択しやすい環境の整備 

・学校教育で手話に親しむ教育活動など 

・手話通訳者の確保と養成 

・災害時の情報提供と意思疎通支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

福山市こころをつなぐ手話言語条例を制定しました 
～手話への理解を深めて心豊かに共生する地域社会を実現しよう～ 

 

この条例は，市民が，ローズマインド（思いやり・優しさ・助け合いの心）をもっ

て，手話への理解を広め，地域で支え合うことにより，手話を使って安心して暮らす

ことができる地域社会の実現をめざしています。実現のためには，市民・事業者も市

と一体になって，手話への理解や手話の普及に関して取り組む必要があります。 

まずは，聴こえないことによる生活のしづらさや，手話や障がいについて知るこ

とからはじめ，誰もが人格と個性を尊重し合い，心豊かに共生する地域社会の実現

をめざします。 

～条例が施行され福山市がめざすこと～ 
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講座番号 場  所 講座の日程（全２０回） 曜日と時間 

1 
福山すこやかセンター 

（三吉町南） 
４月 ６日～８月３１日 

毎週金曜日 

19：00～21：00 

2 
北部市民センター 

（駅家町） 
４月１０日～８月２８日 

毎週火曜日 

10：０0～12：00 

3 
かんなべ市民交流センター 

（神辺町） 
４月１１日～８月２９日 

毎週水曜日 

19：00～21：00 

4 
東部市民センター 

（伊勢丘） 
４月１２日～８月３０日 

毎週木曜日 

19：00～21：00 

5 
西部市民センター 

（松永町） 
４月１２日～８月３０日 

毎週木曜日 

19：00～21：00 

6 
北部市民センター 

（駅家町） 
４月１３日～８月３１日 

毎週金曜日 

19：00～21：00 

7 
福山すこやかセンター 

（三吉町南） 
４月１６日～１０月１日 

毎週月曜日 

10：00～12：00 

8 
福山労働会館 みやび 

（南蔵王町） 
４月１６日～１０月１日 

毎週月曜日 

14：00～16：00 

 対  象 ： 市内に居住、又は勤務場所があり、初めて手話を学ぶ方 

定   員 ： 各会場３０人 

費   用 ： ３，５００円〔テキスト（ＤＶＤ付）代等〕 

申 込 方 法 ： 電話，FAX，郵送又は Eメールで、講座名（講座番号）・ 

住所・名前・電話番号をお知らせください。 

申 込 期 限 ： 定員になり次第締め切らせていただきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主   催  社会福祉法人福山市社会福祉協議会 

●講   師  福山手話講師団(ＮＰＯ法人福山ろうあ協会・福山手話サークルとんど・ 

福山手話サークル芦の会・神辺手話サークルゆびこみ) 

●申し込み先  社会福祉法人福山市社会福祉協議会 福祉のまちづくり課 

〒７２０-８５１２ 福山市三吉町南２-１１-２２ 

電話：０８４-９２８-１３３３ ＦＡＸ：０８４-９２８-１３３１ 

E メール：f-shakyo@blue.ocn.ne.jp 
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総合事業に係るみなし指定事業所の指定更新について 

 

１ 概要 

 2015 年（平成 27 年）3 月 31日時点において，介護予防訪問介護又は介護予防通所介護の事業を

実施しており，総合事業における「介護予防訪問介護相当サービス」又は「介護予防通所介護相当

サービス」の指定事業者とみなされた場合，みなし指定の有効期間は 2018 年（平成 30年）3月 31

日までです。 

 そのため，事業者が継続してサービスを提供する場合は指定更新の手続きが必要です。 

 本市では，対象事業者へ指定更新を勧奨し，対応をお願いしており，大半の事業者が手続きを終

えられています。 

 なお，今後の取扱いについては，次のことに御留意ください。 

 

２ 指定更新の効力が及ぶ範囲について（サービス提供が可能な被保険者の範囲について） 

（１）概要 

総合事業に係るみなし指定の効力は，全市町村に及ぶこととされていました。 

  しかし，指定更新について，その効力は指定更新申請をした市町村に限られます。 

 

（２）他市町村の利用者の受け入れについて 

他市町村の被保険者を受け入れる場合は，その市町村へも指定更新申請等の手続きが必要です。 

ただし，各市町村の指定方針によっては，指定更新等の手続きを受けることができない可能性

があるため，利用者を受け入れる前に各市町村へ連絡し，確認してください。 

 

  例：福山市に所在するみなし指定事業所で，福山市及び井原市の被保険者が利用。 

    有効期間満了日（2018年（平成 30年）3月 31日）以降も両市の被保険者に継続してサー

ビスを提供する。 

    →この場合，福山市と井原市の担当課に指定更新申請が必要になる。 

    ※現時点で福山市にしか指定更新申請をしていない場合は，2018 年（平成 30 年）4 月以

降に井原市の被保険者の受け入れができない可能性があります。至急，井原市の担当課へ

問い合わせてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所 
（所在地：福山市） 

福山市 担当課 

指定更新申請 指定更新申請 

井原市 担当課 
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（※）参考：福山市の指定方針について 

  福山市の福山市外に所在する第 1号事業者に関する指定方針は次のとおりです。 

  参考にしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）住所地特例適用被保険者の利用について 

  住所地特例適用被保険者に対する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）

を含めた地域支援事業については，円滑にサービスを受けることができるよう，施設所在市町村

が実施する事業を提供することになっています。 

  この場合，事業所の指定・指定更新等の手続きは不要です。 

  ただし，介護報酬請求時，介護給付費明細書の給付費明細欄は，「住所地特例対象者」の欄に記

載する必要があります。 

 

    例：利用者がＡ市から福山市内の住所地特例対象施設に入居した。 

    →この場合，利用者は住所地特例適用被保険者となるため，福山市内の事業所がサービス

を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福山市外に事業所を有する第 1号事業者（以下「他市町村事業者」という。）につ

いては，本市に隣接する市町の本市に隣接する日常生活圏域に所在する事業者から

の申請であって，基準を満たす場合に限り指定を行うこととする。 

福山市 隣接市町 

隣接日常生活圏域 

 

事業所 

②指定 

③利用 

①申請 

福山市 

住所地 

特例施設 

Ａ市 

①住所地特例施設に転居 

サービス事業所 

②福山市の事業所がサービスを提供 
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３ 定款・運営規程等の変更について 

 「介護予防訪問介護」及び「介護予防通所介護」が，総合事業に移行されたことに伴い，各事業

者は，総合事業の指定更新申請書を提出するまでに定款・運営規程を変更しておく必要がありまし

た。 

 しかし，申請書の提出時までに変更していない事業者が多々あったため，該当の事業者へは，有

効期間満了日（2018 年（平成 30年）3月 31日）までに必ず変更するよう，依頼しています。 

 つきましては，期日までに変更していただき，変更後の定款・登記事項証明書・運営規程を介護

保険課へ提出してください。なお，変更届の添付は不要です。 

 また，「介護予防訪問介護」及び「介護予防通所介護」については，2018 年（平成 30 年）3月 31

日をもって，サービス自体が廃止されるため，定款・運営規程・契約書・重要事項説明書からサー

ビス名を削除する等，適宜，対応してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 介護報酬について 

（１）2018年（平成 30年）4月分以降のサービス種類コードについて 

 2018 年（平成 30 年）4月サービス提供分から「A1 訪問型サービス（みなし）」及び「A5 通所

型サービス（みなし）」のサービス種類コードは使用できなくなります。 

 そのため，各サービス事業者においては，「A2 訪問型サービス（独自）」及び「A6 通所型サー

ビス（独自）」のサービス種類コードを使用してください。 

 また，介護予防支援事業者及び居宅介護支援事業者についても，変更後のサービス種類コードを

使用してください。「A1 訪問型サービス（みなし）」及び「A5 通所型サービス（みなし）」のコー

ドで請求した場合，請求エラーとなる可能性がありますので，間違いのないようにしてください。 

 

（２）注意点 

 福山市のサービス種類コード表は，福山市の指定を受けた事業者が，福山市の被保険者（住所地

特例適用被保険者を除く。）及び福山市内の住所地特例対象施設に入所している住所地特例適用被

保険者に対してサービスを提供した場合に使用するものです。 

 福山市内の事業者が他市町村からの指定を受けている場合であって，他市町村の被保険者（住

所地特例適用被保険者を除く。）に対してサービスを提供する場合は，当該他市町村の基準等によ

り，当該他市町村の設定するサービス種類コード表を使用してください。 

 

 

【定款・運営規程の記入例】 

①定款について 

例 1：「介護保険法に基づく第 1号事業」 

例 2：「介護保険法に基づく第 1号訪問事業」又は「介護保険法に基づく第 1 号通所事業」 

※医療法人，社会福祉法人等については，法人種別ごとの取扱いがあることから，自法人の所

管部局へ確認し，その指示に従ってください。 

②運営規程について 

例：「指定介護予防相当訪問事業」又は「指定介護予防相当通所事業」 
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制度改正に伴う届出等について 

 

１ 変更届について 

2018 年度（平成 30 年度）の制度改正に伴う変更で，次の事項を 2018 年（平成 30 年）4 月 1 日

付けで変更する場合，変更届の提出は不要とします。各事業所において，修正をしてください。 

【運営規程の変更事項】 

・「介護予防訪問介護」及び「介護予防通所介護」のサービスの廃止による運営規程からの削除 

・身体的拘束等の適正化 

・介護・医療連携推進会議の開催頻度の変更 
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介護職員処遇改善加算の区分について 

 

１．介護職員処遇改善加算区分の見直しについて 

「平成 30 年度介護報酬改定に関する社会保障審議会のとりまとめ（2017 年（平成 29 年）12 月

18 日）」において，介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については廃止することになりました

が，一定の経過措置期間を設けることになっています。現在，加算区分（Ⅳ）又は（Ⅴ）を算定し

ている事業所においては，より上位の区分の取得を検討してください。 

 

 

<厚生労働省 社会保障審議会 介護給付費分科会第 158回（H30.1.26）参考資料から抜粋> 

 

２．不適切事例とポイント 

今年度，事業所・施設の介護職員から，「事前に処遇改善加算の支給方法等の周知がされてい

ない」，「処遇改善加算が支給されていない」，「処遇改善加算を賃金の改善分ではなく，既存

の賃金分に充てている」等の苦情が多く寄せられました。 

当該加算は，『賃金改善に関する計画，当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員

の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し，全ての介護職員に周知し賃金改

善を行うこと』が算定要件となっています。 

また，賃金改善は，「当該加算を取得していない場合の賃金水準」と「当該加算を取得し実施さ

れる賃金水準の改善見込額」との差分を用いて算定されるものであり，「特別事情届出書」の届出

を行う場合を除き，賃金水準を低下させてはなりません。 

事業所・施設は，この加算の趣旨を認識し，適切な運用に取り組んでください。 
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不適切事例 1 

●介護職員処遇改善加算を介護職員以外の賃金改善に使っている。 

 

＜ ポイント＞  

・加算による賃金改善の対象となる職員は，介護職員（配置基準上は「訪問介護員」，「介護従業者」

等と表されるものを含む。）として勤務した者が対象であり，他の職種のみに従事している者は

対象となりません。 

・管理者，看護職員，生活相談員その他の職種であっても，当該事業所・施設の人員配置基準を満

たした上で，介護業務に従事している場合は，介護業務に従事した部分の賃金改善分は，加算の

対象となります。＜厚労省 交付金 Q&A 問 12.14 参照＞ 

 この場合，雇用契約書や辞令等で「介護職員」として位置付けたうえで，毎月作成する勤務表に

は「介護職員」としての勤務時間を記載しておいてください。また，運営規程を変更する場合に

は，変更届を提出してください。 

 

不適切事例 2 

●介護職員処遇改善加算を賃金改善以外に使っている。 

 

＜ ポイント＞  

・対象となる経費は，介護職員の賃金改善(基本給(ベースアップ，定期昇給)，手当(退職手当を除

く。)賞与(一時金))等です。他の用途(備品購入費等)や，介護職員以外の賃金等には充当できま

せん。 

(※)研修に要する参加費，教材費，交通費を介護職員の賃金とできるか? 

賃金改善の実施と併せて，キャリアパス要件や職場環境等要件(旧定量的要件)を満たす必要が

ありますが，この取組に要する費用については，算定要件における賃金改善の実施に要する費用

に含まれません。また，職場環境等要件に該当する研修以外の研修に要する交通費等は，労使で適

切に話し合った上で合意があれば含められます。＜H27厚労省 Q&A VOl.2問 42 参照＞ 

 

 

不適切事例 3 

●基本給として支払うべき額の一部に加算を当てており，賃金改善がされていない。 

●通勤手当，住居手当に加算をあてている。 

 

＜ ポイント＞  

・賃金改善は，基本給，手当，賞与等のうちから対象とする賃金の項目を特定した上で行います。 

・2015 年度分（平成 27年度分）からは，「特別事情届出書」の届出を行う場合を除き，特定した賃

金項目を含め，賃金水準を低下させてはいけません。 

・賃金改善として認められる手当は，介護職員による介護業務を行った労働の対価として支払われ

る手当に限るもので，通勤手当，住居手当等にはあてることはできません。＜H27.8 厚労省確認事

項＞ 
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不適切事例 4 

●非正規職員を正規職員に採用した場合の支給総額の差額分全額を賃金改善額に充てている。 

●職員を増員し，新規雇用した場合，増員した職員の全額を賃金改善額としている。 

 

＜ ポイント＞  

・非正規職員である場合は非正規職員の(正規職員である場合は正規職員の)賃金水準より改善した

金額を賃金改善額として計上できます。 

・新規雇用の際の初任給を改善した場合の改善分については，賃金改善として計上できます。 

 

不適切事例 5 

●「介護職員処遇改善加算(介護)」と「福祉・介護職員処遇改善加算(障がい)」の両方の算定を受

けている事業所において，重複して改善額が報告されている。(職員 Aに一時金 50,000 円支払っ

た場合に，介護と障がいサービスのどちらにも賃金改善額 50,000円と記載) 

 

＜ ポイント＞  

・「介護職員処遇改善加算(介護)」と「福祉・介護職員処遇改善加算(障がい)」の両方の算定をする

場合別々に計画書を作成し，届出を行う必要があります。 

・賃金改善額を業務従事割合等により介護と障がいの事業分で按分して計画書を作成し，重複しな

いようにしてください。 

・実績報告においては，賃金改善額を介護と障がいの事業分で按分し，改善額を両方の加算に重複

して計上しないでください。 

 

 

不適切事例 6 

●賃金改善実施期間内に支給されていない。 

 

＜ ポイント＞  

・計画書に賃金改善期間として記載した期間内に，当該年度の加算の総額を上回る金額を，賃金・

給与として支給してください。 

・2017年度（平成 29年度）の加算の算定期間は，2017 年（平成 29年）4月から 2018 年（平成 30

年）3 月までとなるため，「賃金改善実施期間」も原則として 4 月(年度の途中で加算の算定を受

ける場合は，受けた月)からとなりますが，2016年度（平成 28 年度）も加算を算定している場合

には，賃金改善期間が重複しないように設定します。(例:2017年（平成 29 年）6月から 2018年

（平成 30年）5月まで) 

・「賃金改善実施期間」とは，実際に介護職員の賃金改善を行った月を言います。賃金の支払いが月

末締め翌月 10日支払の場合，この翌月が賃金改善実施期間の中に入っていなければなりません。 
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不適切事例 7 

●法定福利費が，賃金改善額に応じた事業主負担の増加分となっていない。 

 

＜ ポイント＞  

・賃金改善額には次の額を含みます。 

〇法定福利費(健康保険料，介護保険料，厚生年金保険料，児童手当拠出金，雇用保険料，労災保険

料等)における，本加算による賃金上昇分に応じた事業主負担増加分 

〇法人事業税における本加算による賃金上昇分に応じた外形標準課税の付加価値額増加分 

また，法定福利費等の計算に当たっては，合理的な方法に基づく概算によることができます。な

お，任意加入とされている制度に係る増加分(例えば，退職手当共済制度等における掛け金等)は含

みません。 
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各種届出時における指摘事項について 

 

 各事業所・施設におかれましては，必要時に変更の届け出や指定更新申請等をしていただいてい

るところです。 

 しかし，内容に不備があるため，当課から指摘をすることもあります。その内容について，主な

ものを紹介しますので，今後の各種届出時の参考にしてください。 

 

  サービス種別 基準項目 具体的事例 指摘事項 

1 全サービス共通 定義 事業者が「常勤」の解釈を誤っていたため，

実際には人員基準・加算要件を満たしていな

かった。 

（事例） 

例 1：事業者としては常勤雇用の職員が同一

法人内の通所介護事業所及び訪問介護事業

所で勤務している場合，どちらの事業所にお

いても常勤として扱っている。 

例 2：介護老人福祉施設及び短期入所生活介

護事業所において，看護体制加算を算定する

場合，算定要件の職員配置について，それぞ

れを合計した勤務時間で要件を満たしてい

ると判断している。 

「常勤」とは，当該事業所における勤務時間

が，常勤の従業者が勤務すべき時間数に達し

ていることをいうものである。なお，併設さ

れる事業所の職務で，同時並行的に行うこと

ができるものについては，その勤務時間を含

めることができる。 

各事業所においては，これを踏まえた上で，

人員基準・加算要件を満たしているか判断す

ること。 

（事例への指摘） 

例 1：法人としては常勤雇用であっても，複

数の事業所で勤務する場合は，それぞれ非常

勤として取り扱うこと。 

例 2：それぞれについて別個に加算の算定可

否を判断する。そのため，介護老人福祉施設

と短期入所生活介護事業所を兼務している

場合は，按分等し，要件を満たすかを確認す

ること。 

2 全サービス共通 報酬請求 職員配置が変更になったことに伴い，加算要

件を満たさなくなっていたが，それに気がつ

かず報酬を請求してしまっていた。変更届出

時に判明し，遡って過誤することになった。 

人員基準・加算要件について，事業者は常に

確認し，遵守すること。 

特に，職員配置が変更になる場合は，留意し，

必要に応じて届出を行うこと。 

3 全サービス共通 変更の届出 運営規程（営業時間，利用定員等）を変更し

ているが，期日までに変更届出書が届け出ら

れていなかった。 

変更の届出が必要な事項について変更が生

じた場合は，10 日以内に届け出なければな

らない。 

4 全サービス共通 変更の届出 運営規程の「従業者の職種，員数及び職務の

内容」について，何年間も変更されていない。

現在の職員配置と異なる。 

「従業者の職種，員数及び職務内容」につい

て，人員増減の度に変更届出書の届出の必要

はないが，少なくとも年 1回以上，内容の見

直しを行い，必要に応じて，変更届出書によ

り届け出ること。 

なお，管理者，サービス提供責任者，介護支

援専門員，計画作成担当者等，届出事項に規

定されている職種の変更については，その都

度届け出ること。 

5 介護予防相当訪

問事業，介護予

防相当通所事業 

運営規程，変

更の届出 

「介護予防訪問介護」及び「介護予防通所介

護」が，介護予防・生活支援サービス事業（以

下「事業」という。）に移行されたことに伴

い，定款及び運営規程の変更，作成が必要と

なるが，変更していない。 

事業の指定更新期日までに，定款及び運営規

程を変更，作成すること。また，変更，作成

後，介護保険課へ届け出ること。 

なお，医療法人，社会福祉法人等は，定款の

記載について，法人種別ごとの取扱いがある

ことから，自法人の所管部局へ確認し，その

指示に従うこと。 

営利法人については，例を参考に記載するこ

と。 

（例） 

例 1：「介護保険法に基づく第 1号事業」 

例 2：「介護保険法に基づく第 1号訪問事業」

又は「介護保険法に基づく第 1号通所事業」 
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6 訪問介護 訪問介護員等

の員数 

サービス提供責任者が併設のサービス付き

高齢者向け住宅（以下「住宅」という。）の

職員としても勤務している。 

併設の他事業所・施設で，同時並行的に行う

ことができない職務を行っている場合は，そ

れぞれの事業所で非常勤扱いとなる。 

訪問介護事業所においては，常勤のサービス

提供責任者を配置する必要があるため，勤務

の見直しを行うこと。 

7 訪問介護 訪問介護員等

の員数，勤務

体制の確保等 

訪問介護員と併設住宅の業務を兼ねている

職員について，業務ごとに勤務実績を記録し

ていない（訪問介護に携わる時間と住宅で勤

務する時間を合計して記録している）ため，

訪問介護事業所としての人員基準を満たし

ているか確認できない。 

住宅のサービスに従事する時間帯について

は，訪問介護員として勤務する時間に含める

ことができないため，それぞれの勤務時間を

区分した上で，勤務表を作成し，人員基準を

満たしているかを確認すること。 

8 通所介護，（介護

予防）短期入所

生活介護，地域

密 着 型 通 所 介

護，（介護予防）

認知症対応型通

所介護，地域密

着型介護老人福

祉施設，介護老

人福祉施設，介

護予防相当通所

事業 

従業者の員数 生活相談員の資格要件を満たしていない。 生活相談員については，別紙のとおり福山市

で資格要件を定めている。そのため，配置に

際してはその要件を満たしているか，確認す

ること。 

9 （介護予防）認

知症対応型共同

生活介護 

従業者の員数 計画作成担当者が他の共同生活住居（以下

「ユニット」という。）の介護職員を兼務し

ていた。 

計画作成担当者は，ユニットごとに配置し，

かつ，他のユニットでの職務はできない。 
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福 介 護 第 5 6 6 号 

2014 年（平成 26 年） 3 月 27 日 

 

指定(介護予防)通所介護事業所 管理者 様 

指定(介護予防)認知症対応型通所介護事業所 管理者 様 

 

福 山 市 長 

（保健福祉局長寿社会応援部介護保険課）  

 

（介護予防）通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護 

の生活相談員の資格要件について（通知） 

 

 介護保険事業の適正な運営について，日頃からご協力いただきありがとうございます。 

みだしのことについて，今般，（介護予防）通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護の生

活相談員の資格要件である社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 19 条第 1 項各号のいずれかに

該当する者又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者の取扱いについて，適切な介護保険

事業運営の推進のため，本市において次のとおり，その要件を定めることとしましたので通知しま

す。 

つきましては，内容を確認のうえ，今後とも適正な事業の運営等に留意していただきますようお

願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○施行日：2014 年（平成 26 年）4 月 1 日 

※施行の日に上記に掲げる者を生活相談員として置いていない事業所に限っては，2015年（平成 27年）

3 月 31 日までの間は，従前の取扱いによることができます。 

※この取扱いは（介護予防）通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護の生活相談員の資格

要件に限ります。 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

〒720－8501 福山市東桜町3番5号 

福山市 保健福祉局 長寿社会応援部 

介護保険課 事業者指定担当  
ＴＥＬ：(084)928-1259 

（福山市が定める資格要件） 

① 社会福祉主事任用資格を有する者（社会福祉法第 19 条第 1 項各号） 

・大学等において社会福祉に関する科目を 3 科目以上修了 

・厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了 

・社会福祉士 

・精神保健福祉士 

② 介護支援専門員 

③ 介護福祉士 

④ 介護福祉士養成のための実務者研修修了者（旧介護職員基礎研修及び旧ホームヘ

ルパー1 級資格取得者を含む） 
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福 介 護 第 5 6 6 号 の 2 

2014 年（平成 26 年） 3 月 27 日 

 

指定(介護予防)短期入所生活介護事業所 管理者 様 

指定地域密着型介護老人福祉施設（地域密着型特別養護老人ホーム）  管理者 様 

指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  管理者 様 

 

福 山 市 長 

（保健福祉局長寿社会応援部高齢者支援課） 

（保健福祉局長寿社会応援部介護保険課）  

 

（介護予防）短期入所生活介護，地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）及び 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の生活相談員の資格要件について（通知） 

 

 介護保険事業の適正な運営について，日頃からご協力いただきありがとうございます。 

みだしのことについて，今般，（介護予防）短期入所生活介護，地域密着型介護老人福祉施設（特

別養護老人ホーム）及び介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の生活相談員の資格要件である社会

福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 19 条第 1 項各号のいずれかに該当する者又はこれと同等以上

の能力を有すると認められる者の取扱いについて，適切な介護保険事業運営の推進のため，本市に

おいて次のとおり，その要件を定めることとしましたので通知します。 

つきましては，内容を確認のうえ，今後とも適正な事業の運営等に留意していただきますようお

願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○施行日：2014 年（平成 26 年）4 月 1 日 

※この取扱いは（介護予防）短期入所生活介護，地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホー

ム）及び介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の生活相談員の資格要件に限ります。 

 

 

 

 

 

（福山市が定める資格要件） 

⑤ 社会福祉主事任用資格を有する者（社会福祉法第 19 条第 1 項各号） 

・大学等において社会福祉に関する科目を 3 科目以上修了 

・厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了 

・社会福祉士 

・精神保健福祉士 

⑥ 介護支援専門員 

⑦ 介護福祉士（ただし，資格取得後，指定（介護予防）短期入所生活介護事業所，指定

地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）又は指定介護老人福祉施設（特別

養護老人ホーム）で常勤の従業者として２年以上の実務経験を有する者に限る。） 

（問い合わせ先） 

〒720－8501 福山市東桜町 3 番 5 号 

福山市 保健福祉局 長寿社会応援部 

高齢者支援課 企画担当 ℡(084)928-1064 

介護保険課 事業者指定担当 ℡(084)928-1259 
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外国人技能実習制度について 

 

１ 技能実習制度 

開発途上国等の経済発展を担う「人づくり」に協力することを目的として，外国人が，「技能

実習」の在留資格をもって日本に在留し，技能等を修得するもの。 

 

２ 介護分野の追加 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法）が，2017

年（平成 29 年）11 月 1 日に施行されたことにあわせて，介護分野において，外国人技能実習

生の受入れが可能になりました。 

 

３ 制度の概要 

①厚生労働省ホームページ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/global_

cooperation/01.html 

＞「技能実習制度の概要」（資料 23(11)） 

＞「技能実習制度の仕組み」（資料 23(12)） 

 

  ②外国人技能実習機構 

  http://www.otit.go.jp/ 

外国人技能実習機構は厚生労働省と法務省が所管する認可法人です。 

2017年（平成 29年）１月 25日に設立登記されました。  

この法人は，外国人技能実習制度の適正な実施と技能実習生の保護を図ることを目的とし

て，技能実習計画の認定や技能実習生に対する相談・支援などを行います。 
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